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Ⅰ．地方自治体における PPP の推進要因（山内直人・石田祐・奥山尚子） 
  自治体の PPP の推進状況を概観したうえで、どのような自治体において PPP がより進め
られているかについて実証的な分析をもとに明らかにした。分析の結果、地方自治体の財
政状況、行政改革への姿勢、近隣自治体の行財政課題への取り組みに対する反応（近隣効
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る。3 節では、地方自治体における PPP の現状を概観する。4 節では、地方自治体の財政デ




2. PPP の政策的展開 
 
2.1. PPP の捉え方 
  これまでの PPP の議論では、その定義が必ずしも一致していない。そこで、日本の先行
研究でどのような捉え方がなされているかについて示しておきたい。東洋大学大学院経済
学研究科（2007）は、実態的な役割分担の観点から PPP（公民連携）を定義している。すな
 10わち、 PPP とは政府の責任のもとで実態的な住民への公共財供給を民間が行うことであると
している。 
  他の視点としては、 契約のあり方に注目して PPP を議論しているものがある。 たとえば、
大島（2007）は、民営化が所有・組織形態の変更とその効果に注目した視点であるのに対
して、PPP は出資や契約を含めた政府と民間の協力の仕方であるとしている。 










2.2. PPP の政策的展開 
  次に、官民連携という大きな意味で PPP を捉え、促進されてきた流れを個別具体の政策
の成立状況を見ながら整理しておきたい。PPP の導入および考え方の背景には、1990 年代
から大きく注目され始めた New Public Management（新公共経営、以下 NPM）があると言え
る。行政運営に企業的発想を取り込み、効率的な行政づくりを実施するという NPM の具体







  政策的動向を見ると、1990 年代以降の行政改革において政府と民間による協力や連携と





る」 （第 4 条三）ことに加え、 「政策の企画立案に関する機能とその実施に関する機能とを
分離する」 （第 4 条四）ことが示された。すなわち、政策を企画運営することと業務の実施
を行うことの両方を政府が行う必然性はなく、民間活用が可能な場合には積極的に進める
 11という方針が定められている。別の側面になるが、1999 年 7 月には地方分権一括法が成立
し、地方が独自性を出すことが求められることとなり、より民間活用が期待される環境と
なったと言える。さらに、2001 年 4 月には総合規制改革会議が設置されて「官製市場」改
革に関する提言が行われた。 
  それらの動きと並行して、 個別の手法に関する法的整備が進められている。 PFI 法が 1999
年 7 月に成立し、公の施設の指定管理者制度が地方自治法の改正（244 条の 2）によって、
2003 年 6 月に成立した。また、2006 年 5 月には、市場化テスト法（ 「競争の導入による公
共サービスの改革に関する法律」 ）の本法案が成立した。 
  これらの活用を含めた行革推進の指針として、 「地方公共団体における行政改革の推進の
ための新たな指針」が 2005 年 3 月に総務省において策定されている（総務省 website） 。そ
の行革推進のあり方として指摘されていることは、事務・事業全般にわたり、民間委託な
どの推進、指定管理者制度や PFI の活用、地域協働の推進などを PDCA サイクルにもとづ
いて行うというものである。つづく「地方公共団体における行政改革の更なる推進のため
の指針」 （2006 年 8 月）では、先の指針よりも市場化テストを行う対象が広げられている。
行政内部の組織管理についても、 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に
関する法律（行革推進法） 」 （2006 年 5 月）が定められ、各機関の民営化や公務員数の削減
が目標として掲げられている。 
  同様の提案が財界からもなされており、 「規制改革・民間開放推進会議」 （2004 年 4 月）







挙げられる。 そのような課題を克服するためにも、 PPP のパートナーシップという発想が要
請されるとも言えるだろう。 
 


















また、長期的な PPP の展開、特に公共インフラ供給に関して、Congressional Budget Office 
(2007)が次のように整理を行っている。まず、連邦政府は民間部門によるインフラ整備の支
援を行うことを奨励するようになり、1998 年の Finance and Innovation 法（TIFIA）では、民
間主体が空港改善事業の連邦助成を受ける資格を得ることとなったことを述べている。ま





トの積算額が 2006 年 10 月時点で 480 億ドルである一方、政府支出のインフラに対する投






大きなもの、 たとえば高速道路建設の PPP のいくつかのプロジェクト （バージニア州 Dulles 
















ついてはきちんと責任を負うことが役割とされている。(South African National Treasury PPP 
Unit, website) 
リスクの大きさは、どのような役割を民間部門が担うかということに依存する。アイル
ランドでは、2002 年の国家当局法（State Authorities Act）の第 3 節(1)(a)で PPP に関する記
載があり、 同国政府の PPP 部門では、 次のように PPP の形態を定めている （Irisch government, 
website） 






  2009 年 4 月時点で PPP による調達が実施されている主な領域として、次のような事例が
挙げられている。 （1）の形態については、学校、会議場、コーク音楽学校、国立海員学校、
裁判所などの施設事業が示されている。 （2） としては、 有料道路などの交通事業があり、 （3）
としては、地方政府における社会的住宅供給および水道・廃水事業があり、地方政府にお
ける主たるモデルとなっている。PPP は、国家戦略としても位置づけられており、国家開発
計画 2007-2013 において重要な役割を果たすことが示されている。PPP のアプローチは、正
しい規模および運営を遂行するふさわしい事業であると考慮されている。 
 
3.  地方自治体における PPP の意識と実態 
 
  日本の地方自治体における PPP あるいは民間活力の活用による行財政運営の実態につい
て二つの全国調査の結果を紹介しておく。 
まず、日経産業消費研究所（2004）の全国市区を対象に行ったものがある。調査は、2004
年 2 月中旬から 3 月初旬時点において、回答自治体が「本庁舎受け付け・総合案内」から
「職員の給与計算」まで 35 種類の事務事業について、どの程度民間活用を行っているかに
ついて、 「全面民営化（5 点） 」から「すべて直営（0 点） 」の軸で点数化している。 
  共通項目として挙げられている 20 業種の総合得点を見ると、もっとも点数の高かった福




  次に、三菱総合研究所（2007）が PPP の形態や公共サービスの分野ごとの PPP の導入実
態や自治体の意識について、都道府県および市区町村を対象に、2006 年 12 月から 2007 年
1 月にかけて全国の 1843 の自治体に対して調査を行っている。以下では、この調査データ
を利用して、自治体の PPP への意識と実態について見ていく。 




































最優先の位置づけ 非常に重要な位置づけ 重要な位置づけ どちらともいえない
重要ではない わからない 不  明
 
図 1  自治体における PPP の取り組みの位置づけ 
出所：三菱総合研究所（2007） 
 
特定分野における PPP の導入状況は図 2 のとおりである。ここでいう特定分野とは、病
院、上水道、公営交通、保育所、健康増進施設、徴収窓口、窓口業務、統計業務である。
これらの分野でもいくつかの特徴が見られる。大きく見ると、統計業務や上下水道は、PPP



















































































































  ⑦  窓口業務           ⑧  統 計 業 務  
 
図 2  特定分野における PPP の導入状況 
出所：三菱総合研究所（2007） 
 16地方自治体における民間委託の状況の変化を見たものが図 3 である。 1996 年から 2006 年
までの全国市における委託料総額および委託料比率の推移を示している。1996 年には全市
の合計が 1.9 兆円超であった委託料が 2006 年には 2.6 兆円に達しており、 増加傾向にある。





















図 3  委託料および委託料比率の推移 
出所：市区町村別決算状況調をもとに筆者作成 
 
4. PPP を推進する諸要因 
 
  先に見たように、 PPP あるいは民間活用の程度は自治体によって差があることが指摘され
る。 したがって、 PPP の推進はどのような要因によって促進されるかを明らかにしていくこ
とは重要な論点である。まず、先行研究からどのような要素が PPP の推進に影響を及ぼし
うるかについて整理する。 



















































 18況の悪い自治体ほど PPP に積極的であると考えられる。一方、地方政府の財政再建にあた
っては、基準財政需要額のうち不足分は地方交付税でまかなわれるため、不交付団体とは
異なり、ソフトな予算制約問題が実際に生じている可能性があることについても指摘がな































している。 全国の地方自治体を対象に行った調査でも、 PPP 導入により自治体行政の構造改
革や自治体職員の意識改革を期待する声も少なくない（三菱総合研究所 2007） 。 











Randolph and Struyk 1997） 。 
 
5. PPP の推進要因に関する実証分析 
 
5.1.  データ 
本稿では、市レベルを分析の対象とし、政府統計あるいはアンケート調査による個票デ
ータを用いる
3。使用データの出所一覧と変数の記述統計量は表 1、表 2 のとおりである。 
 
表 1  使用データ 
年度 出所
委託比率 委託費／一般歳出（土木費を除く） 2004 市町村別決算状況調
委託費構成比率（総務） 委託費（総務）／総務費 2004 PPP導入状況に関するアンケート調査、市町村別決算状況調
委託費構成比率（民生） 委託費（民生）／民生費 2004 PPP導入状況に関するアンケート調査、市町村別決算状況調
委託費構成比率（衛生） 委託費（衛生）／衛生費 2004 PPP導入状況に関するアンケート調査、市町村別決算状況調
委託費構成比率（労働） 委託費（労働）／労働費 2004 PPP導入状況に関するアンケート調査、市町村別決算状況調
委託費構成比率（農林水産） 委託費（農林水産）／農林水産業費 2004 PPP導入状況に関するアンケート調査、市町村別決算状況調
委託費構成比率（商工） 委託費（商工）／商工費 2004 PPP導入状況に関するアンケート調査、市町村別決算状況調
委託費構成比率（土木） 委託費（土木）／土木費 2004 PPP導入状況に関するアンケート調査、市町村別決算状況調
委託費構成比率（教育） 委託費（教育）／教育費 2004 PPP導入状況に関するアンケート調査、市町村別決算状況調
不交付団体（ダミー変数） 不交付団体:1　交付団体:0 2003 市町村別決算状況調
公債費比率 2003 市町村別決算状況調
人口 2004 統計で見る市区町村のすがた
人口密度 人口／総面積 2004 統計で見る市区町村のすがた
15歳未満人口比率 15歳未満人口／総人口 2004 統計で見る市区町村のすがた
65歳以上人口比率 65歳以上人口／総人口 2004 統計で見る市区町村のすがた
転出入者人口比率 転出入者人口／総人口 2004 統計で見る市区町村のすがた
第3次産業構造比率 第3次産業従業者数／全産業従業者数 2004 統計で見る市区町村のすがた
近隣効果 2004 PPP導入状況に関するアンケート調査
行政改革度（透明化度） 行政改革度（透明化度指標） 2006、2004 全国市区の行政比較データ集
行政改革度（効率化度） 行政改革度（効率化度指標） 2006、2004 全国市区の行政比較データ集
行政改革度（市民参加度） 行政改革度（市民参加度指標） 2006、2004 全国市区の行政比較データ集
行政改革度（利便度） 行政改革度（利便度指標） 2006、2004 全国市区の行政比較データ集
市長の就任回数 2004 都市データパック
市長の年齢 市長の満年齢（2004年3月1日現在） 2004 都市データパック
市長の前職（ダミー変数） 民間出身:1　官出身:0 2004 都市データパック
行政サービス水準 行政サービス偏差値の総合得点 2006、2004 全国市区の行政比較データ集
一人当たり歳出 歳出総額（土木費を除く）／総人口 2004 市町村別決算状況調
変数
 





表 2  記述統計量 
サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
委託比率 707 6.3355 2.1666 1.4703 14.5597
委託費構成比率（総務） 311 10.1569 4.0804 0.3302 27.3712
委託費構成比率（民生） 311 3.6447 2.3516 0 12.1044
委託費構成比率（衛生） 311 23.4124 10.4791 0.7579 61.1999
委託費構成比率（労働） 268 17.8358 21.2942 0 89.9193
委託費構成比率（農林水産） 306 0.0014 0.0015 0 35.2310
委託費構成比率（商工） 305 8.8344 20.3959 0 54.8765
委託費構成比率（土木） 311 4.3115 3.3719 0.1178 30.7268
委託費構成比率（教育） 311 10.2635 5.6324 0.6716 67.1022
不交付団体（ダミー変数） 839 0.2884 0.4533 0 1
公債費比率 646 15.3728 4.0359 3.8 32.5
人口 788 11.3157 0.8775 8.5604 15.0908
人口密度 785 7.0268 1.0199 4.3706 9.5470
15歳未満人口比率 788 13.9385 1.5079 7.8609 20.4636
65歳以上人口比率 788 22.2430 5.2871 9.1448 39.6893
転出入者人口比率 732 7.7578 2.3595 3.7355 19.0969
第3次産業構造比率 785 68.0001 9.6235 30.1752 94.3883
近隣効果 831 6.7126 1.2251 4.3645 9.8667
行政改革度　（透明化度） 598 4.4080 1.8542 1 8
行政改革度　（効率化度） 598 4.5100 1.8428 1 9
行政改革度　（市民参加度） 598 4.4582 1.8515 1 9
行政改革度　（利便度） 598 4.4666 1.8598 1 8
市長の就任回数 634 2.1278 1.2409 1 9
市長の年齢 635 62.1953 8.1032 36 82
市長の前職（ダミー変数） 635 0.2283 0.4201 0 1
行政サービス水準 622 148.2864 9.6407 118.5 178
一人当たり歳出（土木費を除く） 707 336783 117385 177768.5 1187209
※　行政サービス水準と行政改革度の各指標は2004年データの記述統計量のみを記載。  
 



























































ど委託が推進されていると想定する  。 
 
5.3.  推定モデル 
  地方自治体の委託推進の要因を明らかにするために、 （1）式の委託比率の関数を推計す
る。誤差項の不均一分散を考慮し、かつ説明変数によって表される不均一分散の関数形が
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1         （ 1） 




i Z i W i G
j K は近隣効果を表す周辺自治体の委託比率水準であり、




j n w 1 = ，                （ 2）  0 = i w
 
i n は自治体i が属する都道府県内の自治体i を除く市の数で、ウェイトが均等に当てられる
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5.4.  推定結果 
































結果につながっていることが示唆される。 表 3  推定結果
不交付団体 1.0503 *** -0.1483 -0.6394 -2.8410 * 12.8470 * 7.6376 *** -0.1063 1.6674 * 4.0507 **
(0.2779) (1.0628) (0.4455) (1.6142) (7.2934) (2.4452) (1.6083) (0.8899) (1.9141)
公債費比率 -0.0713 *** 0.1589 * 0.0383 -0.0554 -0.0253 -0.1269 -0.1569 -0.0256 0.0687
(0.0201) (0.0819) (0.0386) (0.1847) (0.4534) (0.1428) (0.1187) (0.0529) (0.0913)
人口 -0.5515 *** 0.2432 0.1184 -1.4998 ** 4.2196 ** 0.9138 -1.0726 ** -0.6748 *** -0.3023
(0.1156) (0.4255) (0.2294) (0.6636) (1.9535) (0.7049) (0.5390) (0.2525) (0.4177)
人口密度 0.1542 -0.2603 -0.3496 * -0.0368 4.4985 * 0.0957 -1.0197 ** -0.5751 ** -0.3927
(0.1252) (0.4121) (0.2057) (1.1016) (2.7002) (0.7655) (0.5023) (0.2896) (0.5024)
15歳未満人口比率 -0.2586 *** -0.2942 -0.2674 * 1.2389 * 2.2042 * -0.1298 0.4771 -0.3711 ** 0.1228 **
(0.0695) (0.2599) (0.1398) (0.6382) (1.2111) (0.4477) (0.4544) (0.1832) (0.0582)
65歳以上人口比率 -0.1584 *** -0.2851 ** -0.1070 * 0.0287 1.1021 ** 0.0282 -0.0293 -0.1842 ** 0.0652
(0.0339) (0.1120) (0.0628) (0.2977) (0.5538) (0.1885) (0.1824) (0.0800) (0.1469)
転出入者人口比率 -0.0902 ** -0.4191 *** 0.0363 0.0202 0.3323 0.4508 ** -0.3253 * 0.2028 ** 0.2007 **
(0.0434) (0.1402) (0.0855) (0.3656) (0.7099) (0.2265) (0.1857) (0.0995) (0.0780)
第3次産業構造比率 0.0251 *** 0.0344 -0.0014 0.1906 ** 0.0341 0.0032 0.0587 0.0828 *** -0.0301
(0.0090) (0.0332) (0.0196) (0.0845) (0.1957) (0.0567) (0.0584) (0.0198) (0.0378)
近隣効果 0.5443 *** 0.7047 ** 0.4067 ** 3.5360 *** 3.0775 ** -0.0987 -0.3262 0.3039 * 1.0119 ***
(0.0804) (0.2764) (0.1595) (0.7596) (1.3040) (0.5002) (0.4873) (0.1829) (0.3541)
行政改革度（透明化度） 0.1011 ** 0.3238 ** 0.1918 ** 0.3185 ** -0.6482 -0.4162 0.1512 -0.1346 0.2968 *
(0.0468) (0.1497) (0.0888) (0.1569) (0.8769) (0.2725) (0.2618) (0.0902) (0.1695)
行政改革度（効率化度） 0.2257 *** 0.2694 ** -0.0791 0.9960 ** 1.4142 * 0.1713 0.4793 * 0.0940 0.3714 **
(0.0442) (0.1388) (0.0809) (0.3965) (0.8118) (0.2460) (0.2526) (0.0870) (0.1762)
行政改革度(市民参加度） 0.0399 -0.0052 0.0918 -0.7593 ** -0.9653 -0.2182 -0.7360 *** 0.0303 0.1648
(0.0409) (0.1333) (0.0755) (0.3509) (0.7156) (0.2247) (0.2323) (0.0756) (0.1527)
行政改革度（利便度） 0.0454  0.2426 * 0.1177 0.4992 -0.3258 -0.1223 -0.1969 0.1536 * -0.0025
(0.0437) (0.1483) (0.0894) (0.4050) (0.8735) (0.2600) (0.2721) (0.0902) (0.1785)
市長の就任回数 -0.0967 * 0.1340 -0.0371 -0.3604 1.3866 0.2855 0.6063 * 0.1608 0.0427
(0.0569) (0.2107) (0.1233) (0.5568) (1.2025) (0.3817) (0.3191) (0.1241) (0.2626)
市長の年齢 0.0003 -0.0205 0.0106 0.1656 * -0.0407 -0.0087 -0.0109 -0.0250 -0.0006
(0.0096) (0.0332) (0.0193) (0.0853) (0.1812) (0.0550) (0.0512) (0.0202) (0.0364)
市長の前職 0.3104 ** 0.0704 1.9049 *** 0.5480 1.0157 0.1459 0.1127 -0.1009 -0.6174
(0.1437) (0.6143) (0.4383) (1.5284) (2.8778) (0.9193) (1.1765) (0.3285) (0.6370)
定数項 13.4618 *** 14.4753 6.3541 -23.6930 -145.9297 *** -2.8661 22.0578 16.7541 ** 2.0382





































































6. PPP と効率性および質の向上の関係性 
 
6.1. PPP が効率性およびサービスの質の向上に与える影響 
  個別事業分野の PPP の効率性に関する研究は、外国においてだけでなく Cullinane, Ji and 
Wang（2005） ，Alexandre and Charreaux（2004）, Dore, Kushner and Zumer（2004）, De Borger 
and Kerstens（1996）, De Borger, Kersterns, Moesen and Vanneste（1994）などがあるが、日本
でも公営バス事業、警察、消防、水道事業、公立病院、第三セクター鉄道、図書館サービ
ス、徴税活動などの公的活動に関する効率性分析が DEA（Data Envelop Analysis：データ包











  27では、 「コストの削減にはつながったが、サービスの質は委託前に比べて低下した」とする
自治体は 0.2%であり、 83.9%が 「変わらなかった （50.4%） 」 あるいは 「質も向上した （33.5%） 」
となっている。つまり、民間活用の結果として、費用削減がサービスの質が低下すること
はほとんど見られず、むしろ質の維持あるいは向上につながると言える。 










政改革の実施手段として、 PPP は自治体の意識改革を促し、 自立した行政運営を行うための
手段ともいえる（本間編 2005） 。 
 





いる。この指標は、公共料金等（4 項目） 、高齢化対策等（6 項目） 、少子化対策等（7 項目） 、
教育（5 項目） 、住宅・インフラ（8 項目）の計 30 項目に関して偏差値が算出され、その総




  費用関数では、被説明変数に一人当たり歳出総額を用いる。ただし、PPP 手法（PPP の趣
旨に従った方法）による費用削減効果を明らかにするために、一般歳出から土木費を除い
ている。データの出所および記述統計量は先述の表 1、表 2 の通りである。 
 
6.3.  費用関数の推定 
PPP 実施による行政コストへの影響を見るために、 （3）式の費用関数を推計する。 
 
i i i i i i S W Z Y C ε β β β β α + ′ + ′ + ′ + ′ + = 4 3 2 1            （ 3） 
  28ここで添え字 は、 全国の市自治体を表す。 は土木費を除く一人当たり歳出総額、 は
前年度の土木費を除く一般歳出に対する委託比率、 は地域間の費用の相違を除去するた
めのコントロール変数であり、地方自治体の人口動態的属性を示している。具体的には人
口、人口密度、15 歳未満人口比率、65 歳以上人口比率、転出入者人口比率、第 3 次産業構
造比率である。 は、行政改革指標を表す説明変数である。行財政改革に対して積極的な
自治体ほど、コスト削減が大きいとの観点から追加する。具体的には、日経産業消費研究
所（2004）による『全国市区の行政比較』 （2004 年度調査）の行政改革度の 4 つの指標（透
明度、効率度、市民参加度、利便度）を用いる。 は行政サービスの質で、同調査の行政
サービス度の総合点数を用いる。




α は定数項の係数スカラーで、 1 β 、 2 β 、 3 β 、 4 β は推定
されるパラメータで、 i ε は誤差項である。 委託比率の要因分析と同様、 Feasible Generalized 
Least Squares（FGLS）により推定を行った。 
 




i i i i i i C W Z Y S ω γ γ γ γ δ + ′ + ′ + ′ + ′ + = 4 3 2 1            （4） 
 
  ここで添え字i は、全国の市自治体を表す。 は、行政サービス度の総合点数、 は前
年度の委託比率、 は地域間の費用の相違を除去するためのコントロール変数であり、地
方自治体の人口動態的属性を示している。費用関数と同様、具体的には人口、人口密度、










数スカラーで、 1 γ 、 2 γ 、 3 γ 、 4 γ は推定されるパラメータで、 i ω は誤差項である。委託比率
の要因分析と同様、Feasible Generalized Least Squares（FGLS）により推定を行った。 。  
 
6.5.推定結果 


























  30   表 4  費用関数の推定結果         表 5  サービスの質関数の推定結果 
人口当たり歳出 係数 行政サービス水準 係数
委託比率 -0.0151 *** 委託比率（対土木費を除いた歳出） 0.0066 ***
(0.0034) (0.0015)
人口 0.0159 ** 人口 0.0129 ***
(0.0062) (0.0049)
人口密度 -0.0567 *** 人口密度 0.0125 **
(0.0108) (0.0050)
15歳未満人口比率 0.0312 *** 15歳未満人口比率 -0.0071 **
(0.0061) (0.0028)
65歳以上人口比率 0.0470 *** 65歳以上人口比率 -0.0060 ***
(0.0028) (0.0016)
転出入者人口比率 0.0261 *** 転出入者人口比率 0.0000
(0.0042) (0.0019)
第3次産業構造比率 0.0009 第3次産業構造比率 -0.0011 ***
(0.0008) (0.0004)
透明化指標 -0.0100 ** 透明化指標 0.0017
(0.0048) (0.0023)
効率化度指標 0.0048 効率化度指標 0.0051 ***
(0.0041) (0.0019)
市民参加度指標 0.0070 * 市民参加度指標 0.0034 **
(0.0036) (0.0016)
利便度指標 0.0004 利便度指標 0.0063 ***
(0.0042) (0.0020)
行政サービス水準 0.3113 ** 人口当たり歳出 0.0409 **
(0.1214) (0.0181)
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  35付表 
付表１  委託比率  上下 50 位 
上位 50 位                  下 位 50 位 
順位 市 都道府県 委託比率 順位 市 都道府県 委託比率
1 和光市 埼玉県 14.56 658 津市 三重県 3.35
2 浦安市 千葉県 14.53 659 古河市 茨城県 3.34
3 朝霞市 埼玉県 14.30 659 土佐市 高知県 3.34
4 富津市 千葉県 13.79 661 出水市 鹿児島県 3.31
5 調布市 東京都 13.46 661 枕崎市 鹿児島県 3.31
6 多摩市 東京都 12.87 663 喜多方市 福島県 3.30
7 袖ケ浦市 千葉県 12.77 663 八女市 福岡県 3.30
8 久喜市 埼玉県 12.26 665 白河市 福島県 3.29
9 犬山市 愛知県 12.17 666 小樽市 北海道 3.23
10 武蔵野市 東京都 11.96 666 甲府市 山梨県 3.23
11 生駒市 奈良県 11.94 668 岩見沢市 北海道 3.22
12 日進市 愛知県 11.58 669 石巻市 宮城県 3.20
13 三鷹市 東京都 11.29 670 西之表市 鹿児島県 3.19
14 桶川市 埼玉県 11.27 671 士別市 北海道 3.18
15 牛久市 茨城県 11.23 672 都城市 宮崎県 3.14
16 東松山市 埼玉県 11.19 672 磐田市 静岡県 3.14
17 四街道市 千葉県 11.10 674 有田市 和歌山県 3.12
18 府中市 東京都 11.03 674 玉名市 熊本県 3.12
19 市川市 千葉県 11.01 674 旭市 千葉県 3.12
20 青梅市 東京都 10.99 677 二本松市 福島県 3.10
21 宗像市 福岡県 10.80 678 御所市 奈良県 3.08
22 小牧市 愛知県 10.76 679 渋川市 群馬県 3.03
23 八千代市 千葉県 10.74 680 大田市 島根県 3.01
24 福津市 福岡県 10.70 681 宇和島市 愛媛県 2.94
25 高浜市 愛知県 10.56 681 輪島市 石川県 2.94
26 安城市 愛知県 10.55 683 鶴岡市 山形県 2.91
27 魚津市 富山県 10.54 684 南魚沼市 新潟県 2.89
28 北本市 埼玉県 10.50 684 豊前市 福岡県 2.89
29 日立市 茨城県 10.44 686 吉野川市 徳島県 2.87
30 川口市 埼玉県 10.43 687 岩国市 山口県 2.85
31 国立市 東京都 10.37 687 浜田市 島根県 2.85
32 岡崎市 愛知県 10.33 689 燕市 新潟県 2.83
33 羽村市 東京都 10.31 690 名寄市 北海道 2.80
34 日野市 東京都 10.24 691 夕張市 北海道 2.78
35 河内長野市 大阪府 10.19 692 須崎市 高知県 2.74
36 小平市 東京都 10.18 693 平戸市 長崎県 2.70
37 佐倉市 千葉県 10.15 694 観音寺市 香川県 2.64
38 流山市 千葉県 10.12 695 東根市 山形県 2.56
38 伊豆市 静岡県 10.12 696 飯塚市 福岡県 2.55
40 藤沢市 神奈川県 10.10 697 佐久市 長野県 2.52
41 白井市 千葉県 10.08 698 長浜市 滋賀県 2.46
42 富士吉田市 山梨県 10.01 699 阿南市 徳島県 2.22
43 所沢市 埼玉県 9.98 700 一関市 岩手県 2.11
44 鎌倉市 神奈川県 9.94 701 十日町市 新潟県 2.09
45 上尾市 埼玉県 9.92 702 杵築市 大分県 2.04
46 小金井市 東京都 9.86 703 室戸市 高知県 1.97
47 狭山市 埼玉県 9.85 704 横手市 秋田県 1.81
48 見附市 新潟県 9.78 705 珠洲市 石川県 1.60
49 戸田市 埼玉県 9.77 705 日光市 栃木県 1.60
50 いなべ市 三重県 9.75 707 豊岡市 兵庫県 1.47  
  36付表 4  委託比率（総務）上下 50 位 
上位 50 位                  下 位 50 位 
順位 市 都道府県 委託比率
（総務費） 順位 市 都道府県 委託比率
（総務費）
1 富山市 富山県 27.37 262 船橋市 千葉県 6.43
2 福津市 福岡県 23.33 263 柳川市 福岡県 6.37
3 宗像市 福岡県 20.52 264 下関市 山口県 6.00
4 八戸市 青森県 20.35 265 矢板市 栃木県 5.96
5 焼津市 静岡県 19.38 266 三島市 静岡県 5.95
6 さいたま市 埼玉県 18.81 267 稚内市 北海道 5.75
7 横須賀市 神奈川県 18.60 268 鹿島市 佐賀県 5.63
8 仙台市 宮城県 18.45 269 岩見沢市 北海道 5.59
9 結城市 茨城県 18.11 270 潮来市 茨城県 5.49
10 岐阜市 岐阜県 18.04 271 関市 岐阜県 5.38
11 所沢市 埼玉県 17.90 272 五所川原市 青森県 5.29
12 甲斐市 山梨県 17.71 273 別府市 大分県 5.25
13 藤岡市 群馬県 17.70 274 横手市 秋田県 5.22
14 桑名市 三重県 17.64 275 陸前高田市 岩手県 5.20
15 稲沢市 愛知県 17.54 276 甲府市 山梨県 5.17
16 多摩市 東京都 17.35 277 魚沼市 新潟県 5.14
17 上越市 新潟県 17.24 278 土佐市 高知県 5.13
18 府中市 東京都 17.18 279 弘前市 青森県 5.08
18 岡崎市 愛知県 17.18 279 志摩市 三重県 5.08
20 向日市 京都府 17.07 281 美作市 岡山県 4.96
21 藤井寺市 大阪府 16.89 282 宮古市 岩手県 4.91
22 久留米市 福岡県 16.58 283 栗東市 滋賀県 4.90
23 上尾市 埼玉県 16.38 284 木更津市 千葉県 4.87
24 奈良市 奈良県 16.13 285 大東市 大阪府 4.85
25 白井市 千葉県 16.11 286 網走市 北海道 4.81
26 春日市 福岡県 15.47 287 福山市 広島県 4.77
27 瑞浪市 岐阜県 15.43 288 室戸市 高知県 4.66
28 川西市 兵庫県 15.38 289 有田市 和歌山県 4.50
29 東温市 愛媛県 15.31 290 上天草市 熊本県 4.48
30 土岐市 岐阜県 15.19 291 三次市 広島県 4.46
30 大和市 神奈川県 15.19 292 高島市 滋賀県 4.45
32 松浦市 長崎県 15.17 293 高知市 高知県 4.39
33 三木市 兵庫県 15.03 294 南足柄市 神奈川県 4.34
34 浜松市 静岡県 14.94 295 安芸高田市 広島県 4.33
35 静岡市 静岡県 14.90 296 北秋田市 秋田県 4.24
36 守谷市 茨城県 14.84 297 摂津市 大阪府 4.13
36 熊本市 熊本県 14.84 298 釧路市 北海道 4.04
38 韮崎市 山梨県 14.82 299 大口市 鹿児島県 3.87
39 多治見市 岐阜県 14.79 300 帯広市 北海道 3.82
40 太宰府市 福岡県 14.76 301 高萩市 茨城県 3.80
41 茂原市 千葉県 14.69 302 黒石市 青森県 3.69
42 福岡市 福岡県 14.62 303 宿毛市 高知県 3.39
43 大和高田市 奈良県 14.58 303 留萌市 北海道 3.39
44 泉佐野市 大阪府 14.53 305 大館市 秋田県 3.01
45 伊勢崎市 群馬県 14.48 306 八代市 熊本県 2.97
46 島田市 静岡県 14.47 307 守口市 大阪府 2.67
47 八潮市 埼玉県 14.46 308 下田市 静岡県 2.18
48 岩沼市 宮城県 14.40 309 えびの市 宮崎県 1.75
49 盛岡市 岩手県 14.36 310 泉南市 大阪府 1.73
50 伊勢原市 神奈川県 14.34 311 名護市 沖縄県 0.33  
  37付表 2  委託比率（民生）上下 50 位 
上位 50 位                  下 位 50 位 
順位 市 都道府県
委託比率
（民生費) 順位 市 都道府県
委託比率
（民生費)
1 北秋田市 秋田県 12.10 262 五所川原市 青森県 1.64
2 国分寺市 東京都 11.68 262 熊谷市 埼玉県 1.64
3 尾花沢市 山形県 11.56 264 塩竈市 宮城県 1.62
4 西条市 愛媛県 11.28 265 丸亀市 香川県 1.61
5 八代市 熊本県 11.00 266 旭川市 北海道 1.58
6 摂津市 大阪府 10.43 267 船橋市 千葉県 1.57
7 稲沢市 愛知県 10.16 268 飯田市 長野県 1.56
7 高萩市 茨城県 10.16 268 鹿嶋市 茨城県 1.56
9 新潟市 新潟県 10.07 270 大牟田市 福岡県 1.51
10 安芸高田市 広島県 9.76 270 御殿場市 静岡県 1.51
11 太宰府市 福岡県 9.70 272 八幡市 京都府 1.50
12 大東市 大阪府 9.38 273 三島市 静岡県 1.49
12 富里市 千葉県 9.38 273 吉野川市 徳島県 1.49
14 富士見市 埼玉県 9.34 275 熊谷市 埼玉県 1.46
15 取手市 茨城県 9.22 276 木更津市 千葉県 1.45
16 南足柄市 神奈川県 9.20 277 甲斐市 山梨県 1.38
17 前橋市 群馬県 9.06 278 鹿角市 秋田県 1.36
18 豊川市 愛知県 8.93 279 羽曳野市 大阪府 1.35
19 下関市 山口県 8.86 280 八王子市 東京都 1.32
20 狭山市 埼玉県 8.58 281 長門市 山口県 1.29
21 大垣市 岐阜県 8.51 282 寝屋川市 大阪府 1.27
22 本巣市 岐阜県 8.11 282 別府市 大分県 1.27
23 西東京市 東京都 7.99 284 小樽市 北海道 1.26
24 和光市 埼玉県 7.40 285 鳩ケ谷市 埼玉県 1.20
25 えびの市 宮崎県 7.34 286 中間市 福岡県 1.16
26 稚内市 北海道 7.05 287 東金市 千葉県 1.14
27 水俣市 熊本県 6.94 287 四條畷市 大阪府 1.14
28 多治見市 岐阜県 6.79 287 宇治市 京都府 1.14
29 五泉市 新潟県 6.77 290 宜野湾市 沖縄県 1.08
30 魚沼市 新潟県 6.72 290 登別市 北海道 1.08
31 三次市 広島県 6.67 290 山陽小野田市 山口県 1.08
32 印西市 千葉県 6.61 293 小山市 栃木県 1.04
33 福山市 広島県 6.48 293 陸前高田市 岩手県 1.04
34 日進市 愛知県 6.44 295 鳴門市 徳島県 0.98
35 大田市 島根県 6.43 296 守山市 滋賀県 0.97
36 瑞浪市 岐阜県 6.40 297 羽生市 埼玉県 0.94
37 栗東市 滋賀県 6.37 298 大府市 愛知県 0.93
38 佐倉市 千葉県 6.31 299 伊那市 長野県 0.89
39 帯広市 北海道 6.30 300 有田市 和歌山県 0.85
40 小矢部市 富山県 6.26 301 常滑市 愛知県 0.81
41 さいたま市 埼玉県 6.21 302 座間市 神奈川県 0.78
42 北九州市 福岡県 6.06 303 高砂市 兵庫県 0.71
43 鎌ケ谷市 千葉県 6.04 304 荒尾市 熊本県 0.59
44 佐伯市 大分県 6.03 305 防府市 山口県 0.48
45 幸手市 埼玉県 5.88 306 鹿島市 佐賀県 0.45
46 網走市 北海道 5.85 307 室戸市 高知県 0.44
47 釜石市 岩手県 5.78 308 加須市 埼玉県 0.28
48 佐渡市 新潟県 5.71 309 土佐市 高知県 0.27
49 恵那市 岐阜県 5.68 310 南国市 高知県 0.17
50 府中市 東京都 5.60 311 名護市 沖縄県 0.00  
  38付表 3  委託比率（衛星）上下 50 位 
上位 50 位                  下 位 50 位 
順位 市 都道府県
委託比率
（衛生費) 順位 市 都道府県
委託比率
（衛生費)
1 日高市 埼玉県 61.20 262 丸亀市 香川県 12.91
2 滑川市 富山県 54.21 263 中間市 福岡県 12.71
3 登別市 北海道 52.22 264 宮古市 岩手県 12.59
4 上尾市 埼玉県 49.30 265 稲沢市 愛知県 12.52
5 四條畷市 大阪府 48.49 266 稚内市 北海道 12.48
6 浦添市 沖縄県 45.92 267 弘前市 青森県 12.36
7 昭島市 東京都 45.87 268 真庭市 岡山県 12.31
8 北本市 埼玉県 44.66 269 垂水市 鹿児島県 12.22
9 糸魚川市 新潟県 44.58 270 志摩市 三重県 12.17
10 河内長野市 大阪府 44.47 271 矢板市 栃木県 12.07
11 八千代市 千葉県 43.86 272 磐田市 静岡県 11.99
12 鳩ケ谷市 埼玉県 43.53 273 甲府市 山梨県 11.95
13 狭山市 埼玉県 42.82 274 有田市 和歌山県 11.91
14 福島市 福島県 42.51 275 水俣市 熊本県 11.71
15 福岡市 福岡県 42.25 276 三次市 広島県 11.67
16 潮来市 茨城県 42.22 277 大和高田市 奈良県 11.54
17 三島市 静岡県 42.15 278 加西市 兵庫県 11.36
18 所沢市 埼玉県 41.56 279 島田市 静岡県 11.22
19 飯能市 埼玉県 41.33 280 鳴門市 徳島県 11.09
20 草津市 滋賀県 40.46 281 五所川原市 青森県 11.07
21 松戸市 千葉県 40.31 282 泉南市 大阪府 10.92
22 小矢部市 富山県 39.93 283 横手市 秋田県 10.73
23 吹田市 大阪府 39.81 284 藤井寺市 大阪府 10.67
24 多摩市 東京都 39.58 285 守口市 大阪府 10.44
25 伊勢崎市 群馬県 39.30 286 御殿場市 静岡県 10.12
26 亀山市 三重県 39.09 287 上天草市 熊本県 10.01
27 大和郡山市 奈良県 38.95 288 春日市 福岡県 9.73
28 東大和市 東京都 38.65 289 東金市 千葉県 9.42
29 宜野湾市 沖縄県 38.24 290 鎌ケ谷市 千葉県 9.38
30 坂戸市 埼玉県 38.20 291 茂原市 千葉県 9.29
31 習志野市 千葉県 38.18 292 久慈市 岩手県 8.89
32 安城市 愛知県 38.01 293 土岐市 岐阜県 8.18
33 陸前高田市 岩手県 37.81 294 小樽市 北海道 7.87
34 網走市 北海道 37.78 295 多久市 佐賀県 7.80
35 福井市 福井県 37.68 296 豊川市 愛知県 7.65
36 江南市 愛知県 37.23 297 名張市 三重県 6.66
37 北広島市 北海道 37.21 298 帯広市 北海道 6.64
38 三郷市 埼玉県 37.18 299 八戸市 青森県 6.50
39 日田市 大分県 37.14 300 大田市 島根県 6.00
40 郡山市 福島県 36.60 301 大月市 山梨県 5.66
41 船橋市 千葉県 36.31 302 室戸市 高知県 5.61
42 大阪狭山市 大阪府 36.17 303 岩見沢市 北海道 5.58
43 狛江市 東京都 35.62 304 黒石市 青森県 5.18
44 国立市 東京都 35.56 305 高知市 高知県 4.63
45 富里市 千葉県 35.49 306 市川市 千葉県 4.34
46 半田市 愛知県 34.21 307 雲南市 島根県 4.24
47 江田島市 広島県 34.04 308 吉野川市 徳島県 2.43
48 木更津市 千葉県 33.97 309 土佐市 高知県 2.36
49 日進市 愛知県 33.90 310 尾花沢市 山形県 1.87
50 厚木市 神奈川県 33.76 311 本巣市 岐阜県 0.76  
  39付表 4  委託比率（労働）上下 50 位 
上位 50 位                  下 位 50 位 
順位 市 都道府県
委託比率
（労働費) 順位 市 都道府県
委託比率
（労働費)
1 日進市 愛知県 89.92 203 大牟田市 福岡県 0.00
2 筑西市 茨城県 79.70 203 船橋市 千葉県 0.00
3 羽村市 東京都 74.82 203 高島市 滋賀県 0.00
4 延岡市 宮崎県 69.56 203 防府市 山口県 0.00
5 狛江市 東京都 69.22 203 高山市 岐阜県 0.00
6 四日市市 三重県 68.91 203 吉野川市 徳島県 0.00
7 佐伯市 大分県 68.80 203 向日市 京都府 0.00
8 名護市 沖縄県 68.70 203 恵那市 岐阜県 0.00
9 南あわじ市 兵庫県 67.00 203 相生市 兵庫県 0.00
10 八潮市 埼玉県 66.46 203 高萩市 茨城県 0.00
11 四條畷市 大阪府 66.05 203 鹿島市 佐賀県 0.00
12 昭島市 東京都 65.40 203 半田市 愛知県 0.00
13 府中市 東京都 63.89 203 島田市 静岡県 0.00
14 新座市 埼玉県 63.49 203 南国市 高知県 0.00
15 大府市 愛知県 63.21 203 今治市 愛媛県 0.00
16 国立市 東京都 61.34 203 萩市 山口県 0.00
17 飛騨市 岐阜県 58.99 203 土岐市 岐阜県 0.00
18 北九州市 福岡県 58.33 203 四国中央市 愛媛県 0.00
19 小牧市 愛知県 57.57 203 岐阜市 岐阜県 0.00
20 高砂市 兵庫県 56.44 203 東大和市 東京都 0.00
21 江南市 愛知県 54.43 203 袖ケ浦市 千葉県 0.00
22 福島市 福島県 52.97 203 結城市 茨城県 0.00
23 君津市 千葉県 51.93 203 北本市 埼玉県 0.00
24 吹田市 大阪府 51.65 203 室戸市 高知県 0.00
25 八幡市 京都府 51.16 203 泉南市 大阪府 0.00
26 南アルプス市 山梨県 49.63 203 明石市 兵庫県 0.00
27 郡山市 福島県 47.82 203 黒石市 青森県 0.00
28 釧路市 北海道 47.47 203 摂津市 大阪府 0.00
29 市原市 千葉県 44.84 203 太宰府市 福岡県 0.00
30 宮古市 岩手県 44.50 203 西東京市 東京都 0.00
31 旭川市 北海道 44.08 203 天理市 奈良県 0.00
32 東近江市 滋賀県 43.85 203 木更津市 千葉県 0.00
33 和光市 埼玉県 43.49 203 南砺市 富山県 0.00
34 陸前高田市 岩手県 43.11 203 多久市 佐賀県 0.00
35 北秋田市 秋田県 42.23 203 指宿市 鹿児島県 0.00
36 習志野市 千葉県 41.63 203 西脇市 兵庫県 0.00
37 弘前市 青森県 40.91 203 坂東市 茨城県 0.00
38 大和郡山市 奈良県 40.71 203 新宮市 和歌山県 0.00
39 いわき市 福島県 40.08 203 春日市 福岡県 0.00
40 伊勢崎市 群馬県 40.06 203 伊賀市 三重県 0.00
41 江別市 北海道 39.45 203 瀬戸市 愛知県 0.00
42 羽生市 埼玉県 39.40 203 沼津市 静岡県 0.00
43 宇都宮市 栃木県 39.27 203 韮崎市 山梨県 0.00
44 下関市 山口県 37.86 203 座間市 神奈川県 0.00
45 羽島市 岐阜県 37.62 203 三郷市 埼玉県 0.00
46 小松市 石川県 37.02 203 中間市 福岡県 0.00
47 帯広市 北海道 36.99 203 常滑市 愛知県 0.00
48 岩沼市 宮城県 36.96 203 下田市 静岡県 0.00
49 岡崎市 愛知県 36.72 203 関市 岐阜県 0.00
50 八千代市 千葉県 36.44 203 小樽市 北海道 0.00  
  40付表 5  委託比率（農林水産）上下 50 位 









1 北広島市 北海道 35.23 256 明石市 兵庫県 1.36
2 札幌市 北海道 27.44 257 多治見市 岐阜県 1.34
3 小樽市 北海道 26.72 258 四国中央市 愛媛県 1.32
4 東海市 愛知県 26.16 259 伊賀市 三重県 1.23
5 大月市 山梨県 25.74 260 美作市 岡山県 1.20
6 桐生市 群馬県 22.42 261 所沢市 埼玉県 1.19
7 佐倉市 千葉県 19.24 262 土佐市 高知県 1.18
8 留萌市 北海道 19.08 263 別府市 大分県 1.15
9 さいたま市 埼玉県 17.48 264 富里市 千葉県 1.14
10 八王子市 東京都 17.22 265 稚内市 北海道 1.13
11 村上市 新潟県 15.86 266 鹿嶋市 茨城県 1.12
12 市原市 千葉県 15.47 266 白井市 千葉県 1.12
13 東温市 愛媛県 14.89 268 東金市 千葉県 1.10
14 福島市 福島県 13.79 268 上天草市 熊本県 1.10
15 土岐市 岐阜県 13.45 270 吉野川市 徳島県 1.05
16 君津市 千葉県 13.21 271 西条市 愛媛県 1.04
17 宇都宮市 栃木県 13.01 272 筑西市 茨城県 1.01
18 御殿場市 静岡県 12.66 273 関市 岐阜県 0.96
19 大野城市 福岡県 12.61 273 可児市 岐阜県 0.96
20 北茨城市 茨城県 12.49 275 大口市 鹿児島県 0.92
21 仙台市 宮城県 12.06 276 有田市 和歌山県 0.87
22 岐阜市 岐阜県 11.50 277 日高市 埼玉県 0.86
23 北九州市 福岡県 11.00 278 山陽小野田市 山口県 0.81
24 摂津市 大阪府 10.76 279 大分市 大分県 0.73
25 浦添市 沖縄県 10.71 280 名張市 三重県 0.72
26 岩沼市 宮城県 10.26 281 須崎市 高知県 0.69
27 飯能市 埼玉県 10.20 282 江田島市 広島県 0.68
28 酒田市 山形県 10.08 283 四日市市 三重県 0.66
29 北本市 埼玉県 9.84 284 安城市 愛知県 0.62
30 いわき市 福島県 9.83 285 幸手市 埼玉県 0.57
31 加須市 埼玉県 9.64 286 三木市 兵庫県 0.56
32 国立市 東京都 9.47 287 木更津市 千葉県 0.54
33 茂原市 千葉県 9.44 288 鎌ケ谷市 千葉県 0.49
34 向日市 京都府 9.39 289 小山市 栃木県 0.39
35 富士見市 埼玉県 9.35 290 日田市 大分県 0.36
36 南足柄市 神奈川県 9.15 291 狛江市 東京都 0.00
37 高砂市 兵庫県 8.86 291 昭島市 東京都 0.00
38 鹿屋市 鹿児島県 8.74 291 西東京市 東京都 0.00
39 長岡京市 京都府 8.71 291 太宰府市 福岡県 0.00
40 青森市 青森県 8.68 291 寝屋川市 大阪府 0.00
41 東大和市 東京都 8.48 291 吹田市 大阪府 0.00
42 旭川市 北海道 8.44 291 大東市 大阪府 0.00
43 久慈市 岩手県 8.43 291 大和市 神奈川県 0.00
44 大府市 愛知県 8.39 291 黒石市 青森県 0.00
45 登別市 北海道 8.22 291 阪南市 大阪府 0.00
46 男鹿市 秋田県 8.13 291 坂戸市 埼玉県 0.00
47 福岡市 福岡県 8.09 291 藤井寺市 大阪府 0.00
48 藤枝市 静岡県 7.91 291 習志野市 千葉県 0.00
49 河内長野市 大阪府 7.90 291 江南市 愛知県 0.00
50 大牟田市 福岡県 7.82 291 多摩市 東京都 0.00  
  41付表 6  委託比率（商工）上下 50 位 
上位 50 位                  下 位 50 位 
順位 市 都道府県
委託比率
（商工費) 順位 市 都道府県
委託比率
（商工費)
1 伊豆市 静岡県 54.90 254 帯広市 北海道 1.18
2 名護市 沖縄県 44.97 255 南国市 高知県 1.15
3 指宿市 鹿児島県 44.90 256 塩竈市 宮城県 1.13
4 北茨城市 茨城県 32.66 257 向日市 京都府 1.03
5 安芸高田市 広島県 31.75 258 大阪狭山市 大阪府 1.01
6 明石市 兵庫県 27.59 259 市川市 千葉県 0.93
7 大東市 大阪府 27.36 260 藤枝市 静岡県 0.91
8 阪南市 大阪府 26.52 261 安城市 愛知県 0.90
9 宗像市 福岡県 25.13 262 熊谷市 埼玉県 0.83
10 陸前高田市 岩手県 24.52 263 習志野市 千葉県 0.80
11 焼津市 静岡県 24.14 264 前橋市 群馬県 0.79
12 吉野川市 徳島県 24.06 265 福岡市 福岡県 0.78
13 伊賀市 三重県 23.65 266 茂原市 千葉県 0.71
14 羽村市 東京都 23.22 267 八潮市 埼玉県 0.64
15 大和郡山市 奈良県 22.90 268 札幌市 北海道 0.57
16 刈谷市 愛知県 22.32 268 伊那市 長野県 0.57
17 城陽市 京都府 22.30 270 大垣市 岐阜県 0.55
18 恵那市 岐阜県 21.94 270 須坂市 長野県 0.55
19 府中市 東京都 19.88 272 半田市 愛知県 0.49
20 志摩市 三重県 19.63 273 栗東市 滋賀県 0.43
21 土岐市 岐阜県 18.90 274 横浜市 神奈川県 0.42
22 鹿児島市 鹿児島県 18.65 275 宇都宮市 栃木県 0.40
23 壱岐市 長崎県 18.54 276 船橋市 千葉県 0.37
24 沼津市 静岡県 18.39 277 川西市 兵庫県 0.32
25 白井市 千葉県 18.31 278 国分寺市 東京都 0.30
26 東海市 愛知県 17.81 279 小山市 栃木県 0.24
27 沼田市 群馬県 17.53 280 豊川市 愛知県 0.19
28 多治見市 岐阜県 17.51 281 熊谷市 埼玉県 0.17
29 小浜市 福井県 16.91 282 大野城市 福岡県 0.00
30 上天草市 熊本県 16.81 282 磐田市 静岡県 0.00
31 大野市 福井県 16.80 282 旭川市 北海道 0.00
32 北本市 埼玉県 16.52 282 岩沼市 宮城県 0.00
33 男鹿市 秋田県 16.47 282 高砂市 兵庫県 0.00
34 潮来市 茨城県 16.44 282 三郷市 埼玉県 0.00
35 萩市 山口県 16.20 282 大和市 神奈川県 0.00
36 下呂市 岐阜県 16.07 282 坂戸市 埼玉県 0.00
37 鹿屋市 鹿児島県 16.02 282 昭島市 東京都 0.00
38 下関市 山口県 15.96 282 泉佐野市 大阪府 0.00
39 静岡市 静岡県 15.38 282 袖ケ浦市 千葉県 0.00
39 静岡市 静岡県 15.38 282 藤井寺市 大阪府 0.00
41 四條畷市 大阪府 15.27 282 西東京市 東京都 0.00
42 雲南市 島根県 14.97 282 君津市 千葉県 0.00
43 南アルプス市 山梨県 14.91 282 春日市 福岡県 0.00
44 幸手市 埼玉県 14.81 282 座間市 神奈川県 0.00
45 福津市 福岡県 14.45 282 富里市 千葉県 0.00
46 摂津市 大阪府 14.25 282 岩沼市 宮城県 0.00
46 弘前市 青森県 14.25 282 多摩市 東京都 0.00
48 赤磐市 岡山県 14.24 282 江南市 愛知県 0.00
49 釜石市 岩手県 14.18 282 狛江市 東京都 0.00
50 長岡京市 京都府 13.81 282 加須市 埼玉県 0.00  
  42付表 7  委託比率（土木）上下 50 位 
上位 50 位                  下 位 50 位 
順位 市 都道府県
委託比率
（土木費) 順位 市 都道府県
委託比率
（土木費)
1 多摩市 東京都 30.73 262 羽生市 埼玉県 1.81
2 和光市 埼玉県 23.31 262 小樽市 北海道 1.81
3 鹿角市 秋田県 17.63 262 四国中央市 愛媛県 1.81
4 白井市 千葉県 15.71 262 佐渡市 新潟県 1.81
5 弘前市 青森県 15.53 266 柳川市 福岡県 1.78
6 羽村市 東京都 14.67 267 五所川原市 青森県 1.77
7 印西市 千葉県 13.62 268 総社市 岡山県 1.75
8 市原市 千葉県 13.55 268 男鹿市 秋田県 1.75
9 鳴門市 徳島県 13.33 270 水俣市 熊本県 1.74
10 戸田市 埼玉県 12.07 271 柏崎市 新潟県 1.73
11 袖ケ浦市 千葉県 11.66 272 三原市 広島県 1.70
12 佐倉市 千葉県 11.61 272 木更津市 千葉県 1.70
13 北広島市 北海道 11.40 274 糸魚川市 新潟県 1.67
14 福津市 福岡県 11.25 275 江別市 北海道 1.63
15 亀山市 三重県 11.10 276 壱岐市 長崎県 1.62
16 黒石市 青森県 10.49 277 岐阜市 岐阜県 1.56
17 鹿児島市 鹿児島県 10.09 278 泉佐野市 大阪府 1.54
18 西宮市 兵庫県 9.88 279 八戸市 青森県 1.49
19 三次市 広島県 9.69 280 加西市 兵庫県 1.48
20 習志野市 千葉県 9.53 281 備前市 岡山県 1.43
21 阪南市 大阪府 9.48 282 甲府市 山梨県 1.42
22 大府市 愛知県 9.06 283 須坂市 長野県 1.36
23 小郡市 福岡県 9.01 284 飛騨市 岐阜県 1.34
24 栗東市 滋賀県 8.60 285 相生市 兵庫県 1.33
25 狛江市 東京都 8.48 286 富山市 富山県 1.32
26 御殿場市 静岡県 8.30 286 青森市 青森県 1.32
27 宗像市 福岡県 8.14 288 南砺市 富山県 1.28
28 高島市 滋賀県 7.80 289 宜野湾市 沖縄県 1.27
29 土佐市 高知県 7.75 290 熊谷市 埼玉県 1.24
30 小牧市 愛知県 7.68 290 宿毛市 高知県 1.24
31 高山市 岐阜県 7.61 292 日高市 埼玉県 1.19
31 志木市 埼玉県 7.61 293 四日市市 三重県 1.15
33 沼田市 群馬県 7.60 294 焼津市 静岡県 1.12
34 東温市 愛媛県 7.56 295 長岡京市 京都府 1.09
35 津山市 岡山県 7.54 296 小山市 栃木県 1.04
36 村上市 新潟県 7.43 297 佐伯市 大分県 1.02
37 横須賀市 神奈川県 7.40 298 本巣市 岐阜県 0.98
38 大阪狭山市 大阪府 7.32 298 伊豆市 静岡県 0.98
39 鳥栖市 佐賀県 7.29 300 瀬戸市 愛知県 0.96
40 八千代市 千葉県 7.07 301 旭川市 北海道 0.89
41 春日市 福岡県 6.88 301 上天草市 熊本県 0.89
42 摂津市 大阪府 6.86 303 呉市 広島県 0.88
43 太宰府市 福岡県 6.83 304 久慈市 岩手県 0.81
44 川西市 兵庫県 6.78 305 滑川市 富山県 0.74
45 玉野市 岡山県 6.74 306 浦添市 沖縄県 0.65
46 草津市 滋賀県 6.62 307 江田島市 広島県 0.59
47 春日部市 埼玉県 6.61 308 須崎市 高知県 0.46
47 矢板市 栃木県 6.61 309 尾花沢市 山形県 0.44
49 上尾市 埼玉県 6.52 310 厚木市 神奈川県 0.41
50 安訣ｓc市 広島県 6.50 311 荒尾市 熊本県 0.12  
  43付表 8  委託比率（教育）上下 50 位 
上位 50 位                  下 位 50 位 
順位 市 都道府県
委託比率
（教育費) 順位 市 都道府県
委託比率
（教育費)
1 市川市 千葉県 67.10 262 高知市 高知県 6.04
2 柏崎市 新潟県 30.70 263 真庭市 岡山県 6.03
3 茂原市 千葉県 30.62 264 指宿市 鹿児島県 5.90
4 八潮市 埼玉県 26.76 265 御殿場市 静岡県 5.88
5 小牧市 愛知県 25.39 266 別府市 大分県 5.86
6 結城市 茨城県 23.67 267 垂水市 鹿児島県 5.77
7 日進市 愛知県 21.68 268 明石市 兵庫県 5.75
8 袖ケ浦市 千葉県 20.81 269 赤磐市 岡山県 5.74
9 岡崎市 愛知県 20.25 270 佐渡市 新潟県 5.73
10 国立市 東京都 20.12 271 呉市 広島県 5.72
11 府中市 東京都 19.85 272 三原市 広島県 5.68
12 中間市 福岡県 19.40 273 八王子市 東京都 5.60
13 羽島市 岐阜県 18.97 274 大田市 島根県 5.54
14 宇都宮市 栃木県 18.53 275 高萩市 茨城県 5.53
15 鹿角市 秋田県 18.43 276 津山市 岡山県 5.52
16 本巣市 岐阜県 18.37 277 上越市 新潟県 5.36
17 泉南市 大阪府 18.16 277 大和高田市 奈良県 5.36
18 志木市 埼玉県 18.04 279 須崎市 高知県 5.31
19 松浦市 長崎県 17.93 280 小松市 石川県 5.29
20 小浜市 福井県 17.92 281 えびの市 宮崎県 5.28
21 安城市 愛知県 17.77 282 韮崎市 山梨県 5.10
22 大和市 神奈川県 17.49 283 南アルプス市 山梨県 5.05
23 四国中央市 愛媛県 17.33 284 富里市 千葉県 5.03
24 砺波市 富山県 17.32 285 上天草市 熊本県 4.96
25 宗像市 福岡県 17.29 286 伊賀市 三重県 4.92
26 松戸市 千葉県 17.06 287 加須市 埼玉県 4.85
27 半田市 愛知県 16.92 288 江田島市 広島県 4.81
28 小矢部市 富山県 16.89 289 鳩ケ谷市 埼玉県 4.57
29 盛岡市 岩手県 16.87 290 鳴門市 徳島県 4.53
30 稚内市 北海道 16.83 291 美作市 岡山県 4.46
31 東海市 愛知県 16.79 292 荒尾市 熊本県 4.45
32 佐倉市 千葉県 16.75 293 岩見沢市 北海道 4.41
33 小城市 佐賀県 16.55 294 吉野川市 徳島県 4.40
34 横手市 秋田県 16.52 295 寝屋川市 大阪府 4.37
35 座間市 神奈川県 16.44 296 佐伯市 大分県 4.35
36 土佐市 高知県 16.35 297 有田市 和歌山県 4.34
37 札幌市 北海道 16.18 298 甲斐市 山梨県 4.33
38 北九州市 福岡県 16.06 299 中野市 長野県 3.93
39 留萌市 北海道 16.02 300 大町市 長野県 3.83
40 可児市 岐阜県 15.79 301 城陽市 京都府 3.65
41 泉佐野市 大阪府 15.60 302 西条市 愛媛県 3.53
42 大和郡山市 奈良県 15.46 303 志摩市 三重県 3.46
43 瀬戸市 愛知県 15.45 304 八幡市 京都府 3.34
44 稲沢市 愛知県 15.30 305 鹿屋市 鹿児島県 2.98
45 釜石市 岩手県 15.19 306 魚沼市 新潟県 2.86
46 北本市 埼玉県 15.04 307 黒石市 青森県 1.91
47 取手市 茨城県 14.74 308 飯能市 埼玉県 1.90
48 恵那市 岐阜県 14.48 309 今治市 愛媛県 1.69
49 青森市 青森県 14.46 310 防府市 山口県 1.42
50 滑川市 富山県 14.37 311 熊谷市 埼玉県 0.67  
  44付表 9  行政改革度指標（総合得点）上下 50 位 
上位 50 位                  下 位 50 位 
順位 市 都道府県 総合得点 透明度 効率化度 市民参加度 利便度 順位 市 都道府県 総合得点 透明度 効率化度 市民参加度 利便度
1 三鷹市 東京都 81.23 AA AA AAA AA 570 御所市 奈良県 27.36 CC C CC C
2 逗子市 神奈川県 80.19 AA AA AAA BBB 571 桜井市 奈良県 2 7 . 9 1 C C C CC CC
3 近江八幡市 滋賀県 78.05 AA AA AA A 572 杵築市 大分県 28.88 CC C CC C
4 大和市 神奈川県 76.25 A A AAA A 573 大口市 鹿児島県 29.43 C CCC CC C
5 岡山市 岡山県 73.34 A A A A 574 上天草市 熊本県 29.84 C CC CC C
6 草加市 埼玉県 73.14 AA BB AA AA 575 赤平市 北海道 30.4 CCC C CCC C
7 つくば市 茨城県 72.86 AA A A BBB 576 豊前市 福岡県 30.61 C C CC CC
8 川崎市 神奈川県 71.75 A A A A 577 歌志内市 北海道 30.61 C CCC CC C
9 岐阜市 岐阜県 71.69 A A A A 578 村山市 山形県 30.81 C CC CC CCC
10 岐阜市 岐阜県 71.69 A A A A 579 郡上市 岐阜県 31.57 CCC C CC C 
11 佐賀市 佐賀県 71.62 A A AA A 580 安中市 群馬県 31.92 CC C CC C
12 豊田市 愛知県 71.48 A A AA BBB 581 夕張市 北海道 31.92 C CC CC C
13 静岡市 静岡県 71.41 A A A A 582 養父市 兵庫県 32.06 CC C CCC C
14 静岡市 静岡県 71.41 A A A A 583 貝塚市 大阪府 32.13 CCC C CC CC
15 羽村市 東京都 71.27 A AA A A 584 むつ市 青森県 32.4 C CC CC CC
16 札幌市 北海道 71.2 AA A AA BBB 585 安芸高田市 広島県 3 2 . 8 9 C C C CC CC
17 市川市 千葉県 70.79 A AA A A 586 壱岐市 長崎県 33.16 B C CCC C
18 福岡市 福岡県 70.72 AA A A A 587 珠洲市 石川県 33.16 CC C B C
19 横須賀市 神奈川県 70.58 BBB A AA A 588 伊予市 愛媛県 33.3 CC CCC CC C
20 相模原市 神奈川県 70.58 A A AA A 589 宇和島市 愛媛県 3 3 . 5 1 C CC CC CC C
21 大垣市 岐阜県 70.51 A A AA A 590 防府市 山口県 33.58 CC C CC CCC
22 山形市 山形県 70.37 AA A AA BB 591 藤井寺市 大阪府 3 4 . 0 6 C C C CC CC
23 会津若松市 福島県 70.03 A AA A AA 592 八幡浜市 愛媛県 34.27 CC CC CCC C
24 吹田市 大阪府 69.96 A BBB AA A 593 江津市 島根県 34.34 CCC CCC CC C
25 藤沢市 神奈川県 69.61 AA A A A 594 黒部市 富山県 34.62 CCC CCC CC C
26 清瀬市 東京都 68.64 A A AA BBB 595 小郡市 福岡県 34.62 CCC C CC CCC
27 宇都宮市 栃木県 68.57 BBB A AA BBB 596 大川市 福岡県 34.69 CCC C CCC C
28 横浜市 神奈川県 68.5 A AA A BBB 597 西都市 宮崎県 34.76 CCC CCC CC C
29 武蔵野市 東京都 68.37 A A A A 598 対馬市 長崎県 34.82 B CCC CC C
30 浜松市 静岡県 68.3 A BBB A A 599 交野市 大阪府 34.89 CCC CC CC CC 
31 調布市 東京都 68.23 BBB A A A 600 大田市 島根県 35.03 CC C CCC CCC
32 北九州市 福岡県 68.02 A AA BBB A 601 潮来市 茨城県 35.1 CC CCC CCC C
33 四日市市 三重県 67.54 A A AA BBB 602 府中市 広島県 35.24 CCC C CC CC
34 名古屋市 愛知県 67.47 A BBB AA A 603 三笠市 北海道 35.31 CCC B CC C
35 岡崎市 愛知県 67.19 A BBB AA A 604 宿毛市 高知県 35.31 C CC CC CCC 
36 大東市 大阪府 67.05 A A A BBB 605 新庄市 山形県 35.45 C CCC CCC CC
37 京都市 京都府 67.05 A A A BB 606 松浦市 長崎県 35.58 C C CCC B
38 西東京市 東京都 67.05 BB A A A 607 桶川市 埼玉県 35.65 B CC CC CC
39 仙台市 宮城県 66.71 A BBB A A 608 武雄市 佐賀県 36 C BBB CC C
40 上越市 新潟県 66.36 AA BBB BBB BBB 609 四国中央市 愛媛県 36.07 C CC CC B 
41 神戸市 兵庫県 66.08 A BBB A A 610 新宮市 和歌山県 36.14 CCC B CC C
42 宗像市 福岡県 66.01 A A A A 611 勝浦市 千葉県 36.14 CC CC BB C
43 小田原市 神奈川県 65.95 A A BBB A 612 西予市 愛媛県 36.28 C CC B CC
44 枚方市 大阪府 65.88 BBB A A A 613 輪島市 石川県 36.35 C BB CC CC
45 金沢市 石川県 65.53 BBB AA BBB A 614 寒河江市 山形県 36.35 CC CCC CC CCC
46 西宮市 兵庫県 65.46 A BBB BBB A 615 串間市 宮崎県 36.55 CCC B CCC C
47 松山市 愛媛県 65.39 A A BBB A 616 豊後高田市 大分県 36.69 CC CCC CC CC
48 浦安市 千葉県 65.32 BB A A A 617 北茨城市 茨城県 3 6 . 7 6 C CC CC C C C C
49 伊丹市 兵庫県 65.05 BBB BBB AA BBB 618 美祢市 山口県 36.83 C CC CCC B
50 広島市 広島県 65.05 A AA BBB BBB 619 十和田市 青森県 36.83 CCC C CC B  
行政改革度の 4 つの指標（透明度、効率化度、市民参加度、利便度）は偏差値 80 以上を最
高の「AAA」とし、以下 10 ポイント（偏差値 60 未満は 5 ポイント刻みで、35 未満が最低












  45付表 10  行政サービス度総合得点  上下 50 位 
上位 50 位           下 位 50 位 
順位 市 都道府県 点数 順位 市 都道府県 点数
1 武蔵野市 東京都 178 658 三条市 新潟県 134
2 三鷹市 東京都 177.5 658 根室市 北海道 134
3 浦安市 千葉県 176.5 658 鶴岡市 山形県 134
3 所沢市 埼玉県 176.5 661 松阪市 三重県 133.5
5 富山市 富山県 173 661 新宮市 和歌山県 133.5
6 多摩市 東京都 171.5 661 気仙沼市 宮城県 133.5
7 太田市 群馬県 171 661 桑名市 三重県 133.5
8 戸田市 埼玉県 170.5 661 えびの市 宮崎県 133.5
9 吹田市 大阪府 170 666 行橋市 福岡県 133
9 宮崎市 宮崎県 170 666 江津市 島根県 133
11 大町市 長野県 169 666 長井市 山形県 133
12 朝霞市 埼玉県 168.5 666 久慈市 岩手県 133
13 調布市 東京都 168 670 大洲市 愛媛県 132.5
14 狭山市 埼玉県 167.5 670 海南市 和歌山県 132.5
15 羽村市 東京都 167 670 常陸太田市 茨城県 132.5
15 神戸市 兵庫県 167 673 名張市 三重県 132
15 敦賀市 福井県 167 673 花巻市 岩手県 132
18 加須市 埼玉県 166.5 673 鳥羽市 三重県 132
18 府中市 東京都 166.5 673 君津市 千葉県 132
20 鹿児島市 鹿児島県 166 673 恵那市 岐阜県 132
21 足利市 栃木県 165 678 木更津市 千葉県 131.5
21 深谷市 埼玉県 165 678 北茨城市 茨城県 131.5
21 岡谷市 長野県 165 680 土佐市 高知県 131
24 刈谷市 愛知県 164.5 680 御坊市 和歌山県 131
24 豊田市 愛知県 164.5 680 むつ市 青森県 131
24 つくば市 茨城県 164.5 680 鴨川市 千葉県 131
24 渋川市 群馬県 164.5 684 石巻市 宮城県 130.5
28 福生市 東京都 164 684 阿南市 徳島県 130.5
28 大阪市 大阪府 164 684 有田市 和歌山県 130.5
28 武蔵村山市 東京都 164 684 西予市 愛媛県 130.5
28 甲府市 山梨県 164 688 上天草市 熊本県 130
32 名古屋市 愛知県 163.5 688 角田市 宮城県 130
32 狛江市 東京都 163.5 688 二戸市 岩手県 130
32 長浜市 滋賀県 163.5 688 東根市 山形県 130
35 行田市 埼玉県 163 692 土佐清水市 高知県 129.5
35 川越市 埼玉県 163 692 三浦市 神奈川県 129.5
35 高岡市 富山県 163 692 笠岡市 岡山県 129.5
38 佐野市 栃木県 162.5 695 天童市 山形県 129
38 豊明市 愛知県 162.5 696 鳴門市 徳島県 128.5
38 中野市 長野県 162.5 697 伊達市 北海道 127
41 青梅市 東京都 162 698 富津市 千葉県 126
41 尾張旭市 愛知県 162 698 臼杵市 大分県 126
41 秩父市 埼玉県 162 700 壱岐市 長崎県 125
44 仙台市 宮城県 161.5 701 石垣市 沖縄県 124.5
44 松山市 愛媛県 161.5 702 直方市 福岡県 124
44 豊橋市 愛知県 161.5 702 郡上市 岐阜県 124
44 碧南市 愛知県 161.5 704 小松島市 徳島県 123
48 市川市 千葉県 161 705 対馬市 長崎県 122.5
48 関市 岐阜県 161 706 勝浦市 千葉県 119
48 鴻巣市 埼玉県 161 707 熊野市 三重県 118.5  
 
調査（指標）項目は「公共料金等」が 4 項目、 「高齢化対策等」が 6 項目、 「少子化対策等」が 7 
項目、 「教育」が 5 項目、 「住宅・インフラ」が 8 項目の計 30 項目。項目ごとに偏差値を出した 
うえで、5 段階に分けて得点化。満点は 150 点。 
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1.  はじめに 
 





















                                                
2.  先行研究 
 
政府支出による民間寄付のクラウディング・アウト効果に関しては、寄付税制のインセ
ンティブ効果の議論の過程から導かれ、 完全なクラウディング・アウト （Warr 1982、 Roberts 
1984、Bergstorm et al. 1986） 、部分的なクラウディング・アウト（Abrams and Schimitz 1978、
Andreoni 1989、Kingma 1989、Payne 1998、Simmons nad Emanuele 2004） 、クラウディング・
インとクラウディング・アウトの両方（Schiff 1985, Rose-Ackerman 1986, Brooks 2000, 2003, 








































































































いる。これまでの先行研究を概観すると、所得（Hughes and Luksetich 2008, James III and 
Sharpe, 2007） 、年齢（Gittell, and Tebaldi 2006） 、性別（Hodgkinson and Weitzman 1986, Bulcroft 
et al. 1996） 、婚姻状況（Andreoni et al., 2003, Mesch et al. 2006） 、家族構成（Brooks 2002） 、宗
教（Gruber 2004, Dahl and Ransom 1999） 、就業状況（Banks and Tanner 1999, Brooks 2002） 、
教育（Brown 1999） 、民族や人種（Mesch et al., 2002, Kaplan and Hayes, 1993） 、ボランティア







3.  寄付の経済理論・計量モデル 
 
本節では、寄付に関する経済理論モデルを提示し、それを計量モデルへと展開する。次




いま、代表的個人 i は下記の準線形効用関数に従うとする。 
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subject to 
i i i i m D p C ≤ +  
0 , 0 ≥ ≥ i i D C  
 
ここで    は家計所得（外生変数）であり、   は寄付価格（外生変数）である。また、
その他の消費財の年間消費の価格は 1 に標準化してある。加えて、寄付の限界効用は
で与えられている。 
i m i p
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ここで、 は、寄付額の観測されない値(潜在的な値)である。また、 は各コードにおけ




i D J h
他方、寄付の限界効用を 
 
( i i i i G X a ) ε β α + Δ ′ + ′ = exp                                       ( 5 )  
  52と仮定する。ここで、 は代表的個人 が住む地方自治体の公共サービスの支出の階差を
表し、
i G Δ i
β はその係数を表す。一般的に代表的個人i は、政府（地方）による公共サービスへ
の支出額をコントロールすることができないから、 i G Δ は外生変数として扱われている。
また、   は観測可能な代表的個人 の個人属性や政府支出以外の代表的個人 i X i が行う寄付額
に影響を与える変数であり、 α はその係数を表す。 更に、 i ε   は観測不可能な誤差項を表し、
( , )と独立であると仮定する。加えて、 , i X i G Δ i m i p σ ε / i が期待値 0 ] i | [ = i X E ε かつ分散
の対称分布関数
2 ) | var( σ ε = i i X ) (• F に従うとする。 
一般に寄付控除が認められている団体に寄付した場合、代表的個人i は寄付控除を申し出
れば寄付の価格 は1より小さくなる。 しかし三菱UFJリサーチ＆コンサルティング （2007）
によるアンケート調査によると、寄付をした日本人のうち、4.4%しか寄付控除を申し出て
いない。 このことを鑑みると、 を仮定してもよさそうである。 したがって、
i p
1 = i p 0 log = i p
を仮定する。 
 (4)式、(5)式および の条件を鑑みるとき、 0 log = i p ( ) [ ] σ β α i i G X F Δ ′ + ′ であり、 は
(6)式であらわされるような、インデックスモデルに従うといえる。 
i D
i i i i G X D ε β α + Δ ′ + ′ =





4.  推定に利用するデータ・セット：JGSS-2005 
 
  寄付の計量モデルを推計する際に使用するデータは JGSS-2005 である。回答者は 2005 年
9 月 1 日時点で満 20 歳以上 89 歳以下の全国の男女個人を対象に行われた。抽出方法は、層
化二段無作為抽出法である。具体的には、全国を 6 ブロックに分け、市郡規模によって 3
段階に層化し、人口比例により 307 地点を抽出されている。また、各地点において等間隔
抽出法により、13～15 名を抽出されている。具体的には、2005 年 8 月～11 月社団法人中央
調査社に委託した。 アタック数は、 4,500 ケースである。 有効回収数  は 2,023 ケースであり、
回収率は 50.5％である。 









































本来なら、JGSS-2005 は表 1 のように寄付額に関する 7 つのインデックスを与える（グラフ
左） 。しかしながら、本稿では、7 つのインデックスを 4、5、6、7 のインデックスを 4 へと











































  (6)式を推定する際に用いる変数は表 2 のとおりである。本稿の目的において特に着目す
べき説明変数は、 政府支出に関する変数 （民生費 ： MIN30、 衛生費 ： EISEI30、 消防費 ： SYOB30、





                                                  
1
  致命的ではないとはいえ、いくらかの情報の欠落が起きる可能性があることには、注意が必要である。 









準公共サービスを供給するというものである。 このとき(6)式では β > 0 を観察することにな












もし(6)式が支持されるのであれば、HOUSINC の係数は統計的に有意ではないはずである。  
 

















(1) 0円 (12) 750万円～850万円未満
(2) 70万円未満 (13) 850万円～1000万円未満
(3) 70万円～100万円未満 (14) 1000万円～1200万円未満
(4) 100万円～ 130万円 (15) 1200万円～1400万円未満
(5) 130万円～150万円未満 (16)1400万円～1600万円未満
(6) 250万円～350万円未満 (17) 1600万円～1850万円未満
(7) 350万円 (18) 1850万円～2300万円未満
























































個人の社会属性に加えて、 個人が住む地域の老人ホーム数 （NURSH） 、 保育所数 （BABYS） 、
労働力人口（EAPOP）が説明変数として加えられている。その多くが非営利組織である老
人ホームや保育所が増えれば、個人は、それらに寄付を行いその組織運営をサポートしよ
  56うとするであろう。 
















  他方、ボランティアと寄付とは密接な関係があると考えられている。例えば、Matsunaga 
(2007)では、JGSS-2005 のデータを用いて、ボランティアを行う人は寄付も行う傾向にある
という帰結に至っている。本稿でもボランティア経験の有無（VOLUN）を説明変数の一つ
としている。Matsunaga (2007)の結果に従えば、VOLUN の係数は正である。 
   
5.  推定結果 
 





2  は説明力を持っている。推計結果より、年齢が 1 歳上がると寄付額が 52 円
上昇する。また教育レベルが 1 年上がると 265 円寄付額が上がる。 
家計所得（HOUSINC）については、係数は統計的に有意ではなかった。つまり家計所得
は個人の寄付支出に対して説明力を持たず、 3 節で示した理論モデルが支持されることにな
                                                  
2 JGSS-2005 の設問では学歴に関する設問はカテゴリー化されているが、本稿では各カテゴリーを教育年数
（最終学歴卒業までに要した年数）に変換している。詳細は下記の通りである。旧制尋常小学校→6 年、
旧制高等小学校→8 年、旧制中学校・高等女学校→10 年、旧制実業学校→11 年、旧制師範学校→12 年、旧
制高校・旧制専門学校・高等師範学校→13 年、旧制大学・大学院→16 年、新制中学校→9 年、新制高校→12














































になる。同様に、政府が 3 年前の衛生費に対して、その増加額を 1000 円に決定すれば、個




表 3  基本統計量 
変数名 平均 標準偏差 最小値 最大値
GIVE 2.25000 0.99675 1 4
SEXX 0.56466 0.49687 0 1
AGE 56.10340 14.69780 22 86
SPOUSE 0.80603 0.39626 0 1
EDUC 12.12930 2.37421 6 18
HOUSINC 8.24138 4.16982 0 18
NURSH 14.15090 11.11290 1 45
BABYS 34.25430 27.41870 3 124
EAPOP 98014.3 76181.2 5770 425223
SRWFY 3.49569 1.24837 1 5
SRMDY 3.89224 1.05335 1 5
CCED 2.62069 1.27007 1 5
CCRE 2.67672 1.26003 1 5
GVEQ 2.13793 1.01842 1 5
VOLUN 0.21983 0.41503 0 1
MIN30 4040000 5480000 -223077 26100000
EISEI30 -1070000 5320000 -26100000 8690000
SYOB30 -260767 799257 -2340000 2750000
KY30 -1270000 4210000 -17100000 16600000
SAIG30 -175896 601513 -2750000 489998





  59表 4  推定結果 
Constant -4910.3632 *** SRMDY 197.7072  
(1874.838290) (191.158595)
SEX -10.6167   CCED -56.7489  
(341.641178) (178.570566)
AGE 52.0891 *** CCARE 69.3190  
(14.035993) (181.878167)
SPOUSE -530.3261   GVEQ 389.2571 **
(439.373124) (171.678434)
EDUC 265.1300 *** VOLUN 702.5432 *
(83.934151) (401.176292)
HOUSINC -17.7288   MIN30 0.0000937 **
(45.590859) (0.000045)
NURSH 47.0174
  EISEI30 0.0000940
**
(40.956738) (0.000047)
BABYS -26.4202 ** SYOB30 0.0005759 *
(13.106426) (0.000335)
EAPOP -0.0004   KY30 -0.0000087  
(0.005100) (0.000071)
SRWFY -233.5002   SAIG30 0.0000665  
(163.183444) (0.000464)
 
σ 2220.416 *** N 232
(151.381469) Log-L -387.1537
*10%水準、**5%水準、***1%水準
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  63Ⅲ  訪問介護サービス市場における PPP の評価 
 
 
鈴木  亘（学習院大学経済学部） 
堀田  聰子（東京大学社会科学研究所） 
 
 
要  旨 
 
本稿は、現在注目が集まる PPP（Public Private Partnership）の先行事例として、2000 年の
介護保険開始によって市場参入が自由化した訪問介護サービス市場について、 公的主体 （社
会福祉協議会）とそれ以外の民間主体のパフォーマンスを比較し、その評価を行なった。
















  641.  はじめに 
 
少子高齢化の進展に伴う潜在成長率の低下や、膨張を続ける財政赤字に対処するために、






























                                                  
1  介護給付費実態調査によると、訪問介護受給者数は介護保険開始後、順調に増加していたが、2005 年 11
月をピークに減少を始めている。他方、訪問介護請求事業所数は受給者数が減少に転じたあとも増加を続
け、ピークは 2007 年 11 月～12 月頃であり、その後微減となった。なお、本稿で分析する調査が実施され
た 2006 年 10 月時点の訪問介護受給者数は 964,000 人、訪問介護請求事業所数は 25,636 である（いずれも
予防給付は除く） 。 









をまとめ、さらに厳密な統計分析を実施している Shimizutani and Suzuki（2006）においても
やはりこの結果は頑健である。また、鈴木（2003）においても、①②の点で同様の結果が
得られている。しかしながら、鈴木（2003）と同様のデータを用いて、さらに市場の集中




れらの結果は、 2000 年もしくは 2001 年という介護保険開始直後に収集されたデータに基づ
く分析であり、開始直後の混乱や移行過程にある状況を分析しているため、やはり時期尚












2.  使用データと分析対象事業所の基本属性 
 
2.1.  使用データと分析対象 
本稿で使用するデータは、 （財）介護労働安定センターが 2006 年 9 月～10 月に実施した
「平成 18 年度介護労働実態調査・事業所調査」である
2。この調査の調査対象は、全国の介
                                                  
2  分析にあたり、東京大学社会科学研究所附属日本社会研究情報センターSSJ  データアーカイブから個票
  66護保険サービスを実施する事業所（名寄せベース）をWAMNETから 2 分の 1 無作為抽出し
たサンプルであり、 調査表配布の 37,456 事業所のうち、 回収が 11,627 事業所となっている。
本稿の分析は、そのうち、訪問介護サービス（予防含む）を営む事業所のうち、法人格無
回答もしくは「その他」を除いた 4,857 事業所を対象としている。 
 
2.2.  分析対象となる訪問介護サービス事業所の経営主体 
まず、分析対象となる訪問介護サービス事業所の経営主体の分布をみておく（表 1） 。民
間企業が 49.6％と約半数を占め、次いで社会福祉協議会以外の社会福祉法人（17.5％） 、社




本稿では、 訪問介護事業に参入している各法人の主な特徴 （表 2） を踏まえ、 分析対象を、
①民間企業（株式会社、有限会社などの営利主体） 、②自治体との結びつきが強く公共・公
益性が高い社会福祉協議会（以下、 「社協」 ） （公的主体） 、③非営利主体の大きく 3 つに分
類してとらえる。なお、非営利主体については、属性的に近いもの同士をまとめ、 「社協以
外の社会福祉法人・医療法人（以下、 「社福・医療法人」 ） 」 、 「NPO 法人」 、 「社団法人・財団
法人・協同組合（以下、 「社団・財団・協組」 ） 」の 3 つにわけてとらえる． 
 
2.3.  分析対象となる訪問介護サービス事業所の経営主体別の基本属性 
次に，分析対象事業所の経営主体別の基本属性を確認しておく． 
介護保険サービスに限らず介護事業を開始してからの経過年数をみると（平均値） 、社協
が 10.6 年と最も長く、次いで社福・医療法人 10.2 年、社団・財団・協組 6.7 年、民間企業
4.8 年、NPO 法人 4.3 年となる。本稿では、介護保険が開始された 2000 年以降に介護事業
を開始した事業所を 「新規事業所」 、 1999 年以前に介護事業を開始した事業所を 「旧事業所」
として分析をおこなった。新旧区分でみると、全体の約 8 割が新規事業所となり、経営主
体別で新規事業所の割合をみると、民間企業及び NPO 法人は約 9 割、社団・財団・協組は
76.0％、社協 63.5％、社福・医療法人 56.0％となる。 
法人全体の事業展開の状況については、 「介護保険が支給されない介護事業」を実施して
いる割合は NPO 法人（64.4％） 、社協（60.9％） 、社団・財団・協組（50.9％） 、社福・医療
                                                                                                                                                  









  67法人 （40.5％） 、 民間企業 （39.8％） 、 「介護以外の事業」 を実施している割合は、 社福 （62.6％） 、







3.  サービスの質の指標の比較 
 
3.1.  サービスの質指標の作成 
訪問介護サービスの質指標としてどのような指標を選ぶかというテーマは、これ自体、
大きな議論が必要なテーマであり、経済学的に確立された指標があるわけではない。先に
あげた先行研究（鈴木（2002） 、鈴木（2003） 、内閣府（2002） ）でも、過去に行なわれた行
政調査等（神戸市（第三者機関による介護サービスの評価） 、北海道（介護保険サービスに
関する北海道基準） 、市民互助団体全国協議会チェックリスト、厚生省（高齢者在宅福祉サ
ービス評価事業など） 、横浜市（ （社）かながわ福祉サービス協会） ）を参考に、アンケート
調査で回答可能な指標を独自に工夫したものが用いられている。例えば、鈴木（2002）に
おいては、①サービスの質の管理、②サービスの利便性、③情報公開、④ヘルパーの能力




性の 12 項目に対して 48 細目の調査が行なわれた。 
本稿が用いるデータ（ （財）介護労働安定センター「介護労働実態調査・事業所調査」 ）
は、サービスの質自体を目的とした調査ではないため、調査項目は限られるものの、これ
らの先行研究を参考にして、以下の 8 つの指標を設定した。それぞれ 2 つの項目から構成
されており、該当する場合に 1 点、しない場合に 0 点を与え、2 つの項目の得点の合計をそ
れぞれの指標の得点とし（最小 0 点最大 2 点） 、8 つの指標の得点を同じウェイトで単純に







  68①  サービス内容の維持・管理 






②  職員管理 
・  非正社員の採用にあたり、労働条件を「労働条件通知書の交付」 「就業規則＋辞令の交
付」 「書面による雇用契約書による」のいずれかにより明示している、すなわちなんら
かの書面による労働条件明示を行っている 
・  登録型ヘルパーに定期健康診断を実施している 
 
③  従業員の属性 
・  訪問介護員の正社員比率が平均以上（平均 27.1%、27％以上＝1 点） 
・  職員のうち介護福祉士の比率が平均以上（平均 20.3％、20％以上＝1 点）
3 
 
④  能力開発 
・  人材育成の取組みが全体として同業同規模の他社と比べて 「充実」 もしくは 「やや充実」  
・  登録型ヘルパーについて、採用後に働きぶりや能力等により基本給見直し「あり」 
 
⑤  コミュニケーション管理 




⑥  事業の安定性 
・  訪問介護職員の過不足の状況「適当」もしくは「過剰」 
・  登録型ヘルパーの事業所単位の離職率が平均以下（平均 19.7%、20％未満＝1 点） 
 
⑦  利用者本位の姿勢 
・  「時間にゆとりを持って仕事をするように指導している」 
・  「業務内容に見合った能力を持つ職員を配置している」 
 
                                                  
3  この指標は、調査票の問 23 として、各従業員について尋ねられた項目から集計しなおして法人別に作成
を行なった。 
  69⑧  安全・衛生管理 
・  登録型ヘルパーに対し，採用時に「事故時の応急措置」及び「感染症予防対策」の研修
を行っている 
・  「災害や事故，ヒヤリ・ハットの報告書を作成し，周知するようにしている」 
 






























  704.  訪問介護サービス事業所のコスト比較 
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4  事業所内に 20 名未満の従業員しかいない場合には、全員分を記入することになっている。20 名以上の場
合には、 「経験年数の長い方、短い方等平均的に選定」するように指示が書かれている。 
5  厚生労働省（2005） （回答事業所 1,950）によれば、訪問介護事業所における費用に占める給与費の割合
は84.0％である。 回答事業所が224と少ないが、 2007年10月時点の経営概況を示す最新の厚生労働省 （2008）
においても、その割合は 82.8％と報告されている。 
  71ここで被説明変数lwは対数賃金（月当たりの所定内賃金） 、Aは年齢、A
2は年齢の 2 乗、T
は勤続年数、T











質得点は、総得点と主成分得点の他、3 節で用いた 8 つの質指標を個別に説明変数としたも
のを用いることにする。 
 
4.2.  経営主体別の賃金プロファイルの推計 



















                                                  
6  年齢と年齢 2 乗、 勤続年数、 勤続年数 2 乗のみで説明する単純なミンサー型の賃金関数を用いる理由は、
経営主体別に分割した場合のサンプル数を十分に確保するためである。 
  72とがわかる。 
 
4.3.  質を考慮した賃金関数の推計結果 
次に、質を考慮した賃金関数である 1 式を推計した結果が表 9 である。 （1）はサービス
の質として総得点を用いたもの、 （2）は主成分得点を用いたもの、 （3）は 8 つの個別の指
標を用いたものである。まず、 （1）の推計結果をみると、サービスの質は有意とはなって
おらず、サービスの質得点として総得点を用いることが果たして適切か疑問が残る。経営
主体ダミーの結果をみると、 社協に比べ、 社団・財団・協組が 8.4%高くなっているものの、
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民間企業  49.6 54.7 営利主体 
社会福祉協議会  14.0 公的主体 
社協以外の社会福祉法人  17.5
26.4
医療法人  6.1 7.5
NPO 法人  6.8 5.7
協同組合  4.2 3.6
社団法人・財団法人  1.7 1.4
非営利主体 
地方公共団体  ** 0.6  
＊厚生労働省（2007）による．2006 年 10 月 1 日現在の値．なお，回答事業所（20,948）のうち経営主体そ
の他（159）を除く 20,789 事業所に占める経営主体別構成比を示している． 
＊＊介護労働安定センターの調査では， 「地方公共団体」という選択肢を設けていない． 
 













医療法人  医療施設の経営法人． 介護老人保健施設とこれに併設される短期入所生
活療養介護や通所リハビリテーション等の主な担い手． 
NPO 法人  特定非営利活動促進法に基づく法人．住民参加型（有償ボランティアを
含む）で非営利の介護サービスを実施してきた団体が，介護保険事業に
参入する例も多い． 










  77表 3  記述統計 
変数 サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
対数賃金 5517 12.19742 0.2256801 11.69525 13.017
年齢 5963 44.19873 11.25604 16 77
年齢2乗 5963 2080.204 968.079 256 5929
勤続年数 5885 3.983347 4.077478 0 39
勤続年数2乗 5885 32.49006 80.01696 0 1521
ホームヘルパー1級 6107 0.280334 0.4491992 0 1
ホームヘルパー2級 6107 0.4730637 0.4993148 0 1
ホームヘルパー3級 6107 0.0101523 0.100254 0 1
社会福祉士 6107 0.0111348 0.1049409 0 1
介護福祉士 6107 0.3987228 0.4896756 0 1
介護支援専門員 6107 0.0599312 0.2373788 0 1
福祉用具専門相談員 6107 0.0181759 0.133598 0 1
管理栄養士・栄養士 6107 0.0057311 0.0754931 0 1
サービスの質：総得点 1750 8.78 2.404529 1 15
サービスの質：主成分得点 1750 0.1139854 1.287933 -3.49835 2.974333
　①サービス内容の維持・管理 1750 0.988 0.6800044 0 2
　②職員管理 1750 1.539429 0.5632034 0 2
　③従業員の属性 1750 0.7325714 0.6715842 0 2
　④能力開発 1750 0.8748571 0.7506786 0 2
　⑤コミュニケーション管理 1750 1.498857 0.6727132 0 2
　⑥事業の安定性 1750 0.8777143 0.7011511 0 2
　⑦利用者本位の姿勢 1750 1.128 0.7566469 0 2
　⑧安全・衛生管理 1750 1.140571 0.7437252 0 2
民間企業 5992 0.6233311 0.4845912 0 1
社福+医療 5992 0.1113151 0.3145482 0 1
NPO 5992 0.067757 0.2513494 0 1
社団・財団・協組 5992 0.0360481 0.1864253 0 1
新規事業所 5992 0.5258678 0.4993721 0 1
1法人複数事業所ダミー 5992 0.4998331 0.5000417 0 1
介護保険外の介護事業実施ダミー 5992 0.481976 0.4997167 0 1
介護以外の事業実施ダミー 5992 0.4340788 0.4956767 0 1
居宅介護支援実施ダミー(予防含む) 5992 0.5430574 0.4981842 0 1
訪問介護以外の居宅サービス実施ダミー(予防含む) 5992 0.3976969 0.489463 0 1
地域密着型サービス実施ダミー(予防含む) 5992 0.0590788 0.2357917 0 1
施設サービス実施ダミー(予防含む) 5992 0.0273698 0.1631722 0 1
log(指定介護サービスに携わる従業員数) 5973 3.151811 0.8584546 0 6.278522 
 
表 4  サービスの質得点の単純比較 1 
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
総得点 8.37 (2.52) 8.40 (2.31) 9.18 (2.28) 8.61 (2.50) 9.33 (2.08)
主成分得点 0.10 (1.35) -0.49 (1.19) 0.08 (1.22) 0.07 (1.35) 0.41 (1.18)
　①サービス内容の維持・管理 0.92 (0.62) 1.12 (0.75) 1.06 (0.70) 0.94 (0.67) 1.00 (0.63)
　②職員管理 1.43 (0.59) 1.67 (0.49) 1.82 (0.39) 1.34 (0.60) 1.81 (0.39)
　③従業員の属性 0.49 (0.62) 0.85 (0.64) 0.93 (0.60) 0.56 (0.59) 0.56 (0.59)
　④能力開発 0.89 (0.75) 0.49 (0.64) 0.77 (0.71) 0.90 (0.65) 0.80 (0.73)
　⑤コミュニケーション管理 1.51 (0.65) 1.30 (0.74) 1.27 (0.73) 1.54 (0.64) 1.55 (0.71)
　⑥事業の安定性 0.78 (0.69) 1.24 (0.63) 1.05 (0.71) 0.99 (0.67) 1.04 (0.64)
　⑦利用者本位の姿勢 1.16 (0.78) 0.87 (0.76) 0.91 (0.81) 1.24 (0.66) 1.20 (0.76)
　⑧安全・衛生管理 1.19 (0.73) 0.86 (0.70) 1.38 (0.58) 1.10 (0.73) 1.38 (0.69)





  78表 5  サービスの質得点の単純比較 2 
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
総得点 8.66 (2.42) 8.45 (2.42) 8.82 (2.41)
主成分得点 0.00 (1.30) 0.04 (1.34) -0.03 (1.28)
　①サービス内容の維持・管理 1.00 (0.68) 0.98 (0.66) 1.01 (0.69)
　②職員管理 1.60 (0.54) 1.51 (0.58) 1.66 (0.51)
　③従業員の属性 0.68 (0.64) 0.56 (0.63) 0.76 (0.63)
　④能力開発 0.78 (0.73) 0.81 (0.73) 0.75 (0.72)
　⑤コミュニケーション管理 1.41 (0.70) 1.47 (0.65) 1.37 (0.74)
　⑥事業の安定性 0.97 (0.70) 0.83 (0.70) 1.07 (0.69)
　⑦利用者本位の姿勢 1.05 (0.78) 1.13 (0.78) 0.99 (0.79)




表 6  サービスの質得点の分析 1 
係数 標準誤差 係数 標準誤差
民間 0.233 0.1909 0.705 *** 0.0991
医療+社福 0.508 ** 0.2471 0.665 *** 0.1292
NPO 0.474 0.3207 0.684 *** 0.1700
社団・財団・協組 0.892 *** 0.2427 0.849 *** 0.1329
新規事業所 -0.130 0.1456 0.058 0.0768
1法人複数事業所 0.480 *** 0.1456 0.318 *** 0.0754
介護保険外の介護事業実施 0.215 0.1352 0.098 0.0714
介護以外の事業実施 -0.189 0.1369 -0.117 0.0722
居宅介護支援実施(予防含む) -0.018 0.1574 0.040 0.0818
訪問介護以外の居宅サービス実施(予防含む) 0.150 0.1616 -0.011 0.0837
地域密着型サービス実施(予防含む) 0.047 0.2139 -0.103 0.1149
施設サービス実施(予防含む) 0.120 0.2678 -0.396 *** 0.1467
log(指定介護サービスに携わる従業員数) 0.206 ** 0.1025 0.220 *** 0.0557












  79表 7  サービスの質得点の分析 2 
係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
民間 -0.167 *** 0.0566 -0.203 *** 0.0409 -0.288 *** 0.0507 0.431 *** 0.0550
医療+社福 -0.071 0.0734 0.095 ** 0.0458 -0.202 *** 0.0646 0.254 *** 0.0749
NPO -0.129 0.0906 -0.278 *** 0.0759 -0.242 *** 0.0806 0.429 *** 0.0856
社団・財団・協組 -0.092 0.0733 0.120 ** 0.0477 -0.260 *** 0.0659 0.263 *** 0.0779
新規事業所 0.022 0.0410 -0.019 0.0314 -0.053 0.0382 0.021 0.0440
1法人複数事業所 0.095 ** 0.0412 0.087 *** 0.0315 -0.009 0.0374 0.105 ** 0.0427
介護保険外の介護事業実施 -0.005 0.0384 0.013 0.0292 0.068 * 0.0344 0.062 0.0407
介護以外の事業実施 0.015 0.0386 -0.053 * 0.0295 0.050 0.0345 -0.039 0.0404
居宅介護支援実施(予防含む) -0.022 0.0426 0.045 0.0342 0.002 0.0385 0.017 0.0473
訪問介護以外の居宅サービス実施(予防含む) 0.178 *** 0.0455 -0.028 0.0354 0.124 *** 0.0414 -0.101 ** 0.0472
地域密着型サービス実施(予防含む) -0.040 0.0667 0.058 0.0409 0.086 0.0526 -0.018 0.0663
施設サービス実施(予防含む) 0.091 0.0784 -0.017 0.0490 0.547 *** 0.0663 -0.098 0.0849
log(指定介護サービスに携わる従業員数) -0.115 *** 0.0301 0.066 *** 0.0233 -0.100 *** 0.0274 0.151 *** 0.0301
定数項 1.336 *** 0.1075 1.396 *** 0.0835 1.023 *** 0.0996 -0.057 0.1054
R2 0.0392 0.1305 0.1495 0.0733
sample 1320 1320 1320 1320
③従業員の属性 ④能力開発 ①サービス内容の維持・管理 ②職員管理
注）OLSによる推計。White(1980)による標準誤差の修正を行なっている。各経営主体ダミーのベンチマークは、社会福祉協議会。新規事業所ダミーのベンチマークは旧事業所。
 
表 7 続 き  
係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
民間 0.222 *** 0.0574 -0.429 *** 0.0533 0.242 *** 0.0621 0.426 *** 0.0555
医療+社福 0.070 0.0776 -0.311 *** 0.0720 0.250 *** 0.0863 0.421 *** 0.0689
NPO 0.282 *** 0.0854 -0.232 *** 0.0872 0.323 *** 0.0916 0.320 *** 0.0915
社団・財団・協組 0.227 *** 0.0808 -0.173 ** 0.0702 0.301 *** 0.0836 0.505 *** 0.0779
新規事業所 0.044 0.0414 -0.155 *** 0.0418 0.024 0.0468 -0.014 0.0415
1法人複数事業所 0.145 *** 0.0401 -0.052 0.0408 0.033 0.0463 0.077 * 0.0407
介護保険外の介護事業実施 0.031 0.0404 -0.002 0.0394 -0.024 0.0439 0.071 * 0.0389
介護以外の事業実施 -0.091 ** 0.0397 -0.049 0.0396 0.013 0.0449 -0.036 0.0390
居宅介護支援実施(予防含む) 0.031 0.0446 -0.071 0.0443 -0.051 0.0507 0.032 0.0428
訪問介護以外の居宅サービス実施(予防含む) -0.040 0.0462 0.014 0.0452 -0.113 ** 0.0522 0.116 ** 0.0476
地域密着型サービス実施(予防含む) 0.020 0.0633 0.131 ** 0.0643 -0.187 *** 0.0724 -0.002 0.0576
施設サービス実施(予防含む) -0.294 *** 0.0816 0.171 ** 0.0775 -0.282 *** 0.0926 0.002 0.0696
log(指定介護サービスに携わる従業員数) 0.084 *** 0.0307 -0.013 0.0280 0.028 0.0329 0.104 *** 0.0294
定数項 0.948 *** 0.1119 1.412 *** 0.1014 0.889 *** 0.1181 0.334 *** 0.1050
R2 0.058 0.0855 0.0566 0.1045
sample 1320 1320 1320 1320













  80表 8  経営主体別賃金プロファイルの推計結果 
民間企業
係数 標準誤差 P値 平均値
年齢 0.0126554 0.002358 0.00 43.5
年齢2乗 -0.000147 0.0000278 0.00
勤続年数 0.0271015 0.0034366 0.00 2.8
勤続年数2乗 -0.0008474 0.0002118 0.00




係数 標準誤差 P値 平均値
年齢 0.008537 0.0048709 0.08 46.8
年齢2乗 -0.0000471 0.0000588 0.42
勤続年数 0.0133817 0.0028815 0.00 8.2
勤続年数2乗 -0.0001006 0.0001368 0.46




係数 標準誤差 P値 平均値
年齢 0.0007349 0.0055957 0.90 42.0
年齢2乗 -0.0000128 0.0000701 0.86
勤続年数 0.0162416 0.0056395 0.00 4.5
勤続年数2乗 0.0001032 0.0003419 0.76




係数 標準誤差 P値 平均値
年齢 0.0160842 0.0081342 0.05 46.7
年齢2乗 -0.0001389 0.0000992 0.16
勤続年数 0.0062022 0.0104507 0.55 3.5
勤続年数2乗 -0.0004098 0.0008539 0.63




係数 標準誤差 P値 平均値
年齢 0.033551 0.0113805 0.00 45.1
年齢2乗 -0.0003708 0.0001289 0.01
勤続年数 0.0259949 0.0120521 0.03 5.5
勤続年数2乗 -0.0002959 0.0005917 0.62




係数 標準誤差 P値 平均値
年齢 0.0087478 0.0028071 0.00 45.1
年齢2乗 -0.000107 0.0000332 0.00
勤続年数 0.022984 0.0025138 0.00 5.5
勤続年数2乗 -0.0004836 0.0001321 0.00




係数 標準誤差 P値 平均値
年齢 0.0128413 0.0026184 0.00 43.3
年齢2乗 -0.0001338 0.0000314 0.00
勤続年数 0.032936 0.0042865 0.00 2.3
勤続年数2乗 -0.0011478 0.0004087 0.01
定数項 11.82563 0.0517274 0.00
nob 2706
R-sq 0.0566  
 









































注）表 8 の推計結果から作成 
 
 































































































注）表 8 の推計結果から作成 
 
 

























注）表 8 の推計結果から作成 
 
  83表 9  質を考慮した賃金関数の推計結果 
係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
年齢 0.005 0.004 0.005 0.004 0.005 0.004
年齢2乗 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
勤続年数 0.019 *** 0.004 0.019 *** 0.004 0.019 *** 0.004
勤続年数2乗 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
ホームヘルパー1級 0.007 0.014 0.006 0.014 0.004 0.014
ホームヘルパー2級 -0.056 *** 0.012 -0.057 *** 0.012 -0.055 *** 0.012
ホームヘルパー3級 -0.022 0.063 -0.030 0.061 -0.014 0.059
社会福祉士 0.066 0.043 0.062 0.042 0.054 0.043
介護福祉士 0.028 ** 0.012 0.027 ** 0.012 0.039 *** 0.012
介護支援専門員 0.074 *** 0.022 0.072 *** 0.022 0.067 *** 0.022
福祉用具専門相談員 0.102 *** 0.037 0.107 *** 0.036 0.098 *** 0.036
管理栄養士・栄養士 -0.014 0.135 -0.007 0.133 ―
サービスの質：総得点 -0.0003941 0.0022886 ― ―
サービスの質：主成分得点 ― 0.008948 ** 0.00442 -0.006 0.131724
　①サービス内容の維持・管理 ― ― 0.002 0.008
　②職員管理 ― ― -0.019 * 0.010
　③従業員の属性 ― ― -0.049 *** 0.008
　④能力開発 ― ― 0.018 ** 0.008
　⑤コミュニケーション管理 ― ― -0.002 0.008
　⑥事業の安定性 ― ― -0.006 0.008
　⑦利用者本位の姿勢 ― ― 0.001 0.008
　⑧安全・衛生管理 ― ― 0.015 ** 0.008
民間企業 0.020 0.015 0.011 0.016 -0.021 0.018
社福+医療 -0.064 *** 0.019 -0.074 *** 0.019 -0.085 *** 0.020
NPO -0.052 ** 0.025 -0.062 ** 0.025 -0.089 *** 0.026
社団・財団・協組 0.084 *** 0.026 0.075 *** 0.027 0.062 ** 0.028
新規事業所 0.004 0.013 0.004 0.013 -0.001 0.012
1法人複数事業所ダミー 0.017 0.011 0.015 0.011 0.011 0.011
介護保険外の介護事業実施ダミー -0.021 * 0.012 -0.023 ** 0.011 -0.022 * 0.012
介護以外の事業実施ダミー 0.004 0.011 0.003 0.011 0.007 0.011
居宅介護支援実施ダミー(予防含む) -0.011 0.013 -0.011 0.013 -0.010 0.013
訪問介護以外の居宅サービス実施ダミー(予防含む) -0.016 0.012 -0.017 0.012 -0.013 0.012
地域密着型サービス実施ダミー(予防含む) -0.034 0.025 -0.038 0.025 -0.027 0.024
施設サービス実施ダミー(予防含む) 0.020 0.034 0.022 0.034 0.038 0.032
log(指定介護サービスに携わる従業員数) 0.038 *** 0.008 0.035 *** 0.008 0.026 *** 0.009
定数項 11.888 *** 0.084 11.906 *** 0.084 11.990 *** 0.087
Nob 1574 1574 1574












岩田  憲治（税理士） 
 
 











                                                  
*  本論文の分析にあたり、竹内恵行先生（大阪大学）から多くの助言と示唆を頂いた。ここに記してお礼
を申し上げる。 









































2.  先行研究 
 
  廃棄物処理の理論研究としては、 Fullterton and Kinnaman (1995)と Atri and Schellberg (1995)
がある。これらは、一般均衡モデルを用いて、排出量を最適にするためには有料化が有効
であることを示している。 
  実証分析としては、廃棄物排出量の所得弾力性についての Wertz (1976) の研究がある。
ごみの減量化をテーマにした研究として、 丸 尾・他 (1997)、 中 村・川 瀬 (2007)、 坂田 (2001)、






ている。坂田 (2006) は、直営と委託の間で、ごみ収集のコストを比較している。  
三木 (2001) は、ごみ処理費用のうち住民 1 人当たり処理及び維持管理費が減少する要因
を、回帰分析により検討した。その結果、粗大以外の普通ごみ収集の委託比率が増えると、






ところが、2005 年度以降は環境省 (2007  a) にその手がかりがある。そこで、本稿は、環
境省 (2008 a) に基づいて費用を工程別に分け、収集のみの費用を推計して、外部委託の促
進要因を検討する。  
 





  87成長の鈍化にともない、横ばいになった。1997 年に 5,310 万トンであったものが、2000 年
には頂点 （5,483 万トン） に達し、 その後漸減して、 2006 年には 5,204 万トンになっている。 
一方、収集から中間処理、最終処分に至る全工程の、し尿を除くごみの処理事業経費を
みると、ごみ排出量の増加にともない、その金額は 2001 年まで増加していた。2002 年以降
は減少に転じ 2004 年から横ばいである。この理由は、2000 年のダイオキシン類対策特別措
置法の実施により中間処理施設の整備が完了したので、建設費が減少したことによる。 
ところが、ごみ処理事業経費中の処理および維持管理費は、増加または横ばい傾向であ
る。2006 年度の値をみると、ごみ処理事業経費（1 兆 8628 億円）のうち建設改良費（2,443
億円）と、第三セクターなどへの拠出金などの「その他（1,097 億円） 」を除いたごみ処理
および維持管理費は、下表のとおり 1 兆 5,088 億円である。その内訳は直営費が 60% （9,041




















備考：1)  ごみ総排出量＝収集ごみ量＋直接搬入量＋集団回収量。 
図 1  ごみ総排出量とごみ処理事業経費の推移 
出所：環境省（2007 b, 2008 b）より筆者作成 
 
  88表 1  ごみ処理および維持管理費の内訳（2006） （単位：金額；億円．比率；%） 
　金額 比率(%)
人件費 5,222 34.6
　直 収集運搬費 671 4.4
　営 中間処理費 2,777 18.4




　委 中間処理費 2,546 16.9
　託 最終処分費 485 3.2
　費 その他 230 1.5
小計 6,032 40.0
調査費 15 0.1












3.2.  分析対象：外部委託の割合 
収集費への外部委託の影響を検討するために、自治体による直営と外部委託の推移をみ
ておく。 ごみの収集形態を重量 （トン） で比べると、 図 2 のとおり、 直営の割合が 41% （1997
年）から 30%（2006 年）に減少した半面、委託の割合は 35%から 43%に増加し、許可の割



















図 2  ごみ収集形態別構成比率の推移 
出所：環境省（2006, 2007a, 2008 a）より筆者作成 
 
ごみ収集に関する基本統計量を表 2 に示した。 
 



















3) 1 自治体当たり収集職員数は、直営収集をしている 876 自治体職員の加重平均である。ただし、
自治体が参加している事務組合の職員を含まない。 
4) 1 自治体当たり委託件数は、 委託収集をしている 1672 自治体の加重平均値である。 委託件数とは、
当該自治体に主たる事業所があり、収集を委託している事業者数である。ただし、参加している事
務組合の委託件数を含まない。 
  904.  データ 
 












体では次の 10 自治体である。1)自治体の収集職員が 0 人で、事務組合にも参加していない
にもかかわらず直営収集量を計上している、鳥取県智頭町などの 4 自治体。2)  自治体と参
加する組合の収集職員が 0 人であるにもかかわらず、直営収集量を計上している、東京都
御蔵島村などの 3 自治体など。また、100%委託のうち、組合直営の収集量を誤って自治体
の委託量に計上している、奈良県黒滝村などの 3 自治体を省いた。 
 
4.2.  財政状況などと行政改革度に関するデータ 
外部委託の促進要因を検討するため、財政系要因と行政改革度を用いて、2002 年、2004
年、2006 年の 3 年間の完備パネルデータを作成した。財政系要因の経常収支比率と財政力




                                                  
1 1)人件費は、廃棄物処理に従事する職員数の比率により、3 工程に配賦した。2)車両費は、公会計では購
入額（支出額）を当該年度に計上する定めになっている。ここでは、購入した年度は支出に計上されるが、
次年度からは、 車両を使用していても車両費は計上されない。 本稿では一般廃棄物会計基準 （環境省 2007c）
における減価償却費の概念を適用して、環境省（2008 a）の車両費を次のように変更した。税法は、業務用
車両の耐用年数を車種により 4 年または 5 年と、定めている。本稿はこれに従い、車両を平均 5 年間使用










  91処理実態調査結果』 （環境省）を結びつけたので、分析対象は 3 年間のデータがともにそろ
っている全国の 403 市である。 
なお、東京 23 区は次の理由により除いている。環境省データは東京 23 区の合計値を示
すのに対して、日経産業消費研究所データは、23 区に分けられた資料だから、双方を結び
つけられない。また、新潟県のデータを除いた。この理由は、2004 年 10 月に発生した中越
地震の後処理のため、日常の廃棄物処理に異常値を含むことが懸念されるからである。 
 









特に 2004 年度は 8 月から同年度末までの間に多くの自治体が合併または編入をしている。
合併・編入の前後のごみ処理のデータは、程度は別として異なる自治体の資料を表す場合
があると考えられる。すなわち、2004 年 8 月 1 日現在で調査した市が、2005 年 3 月末日は
名称が同じであっても、合併のため内実は別の自治体に変容している可能性がある。この
ため、合併前後の自治体の人口を基準として、データの採否を判断した。言い換えると、




データの出所は表 3 のとおりである。 
 
                                                  
2  例えば浜松市は、 天竜市など 9 自治体と 2005 年 7 月に合併したが、 旧浜松市人口は合併後の浜松市の 75%
だから、別の自治体とみなした。 
3  この基準に基づいてパネルデータから除いた市は次のとおりである。 2002 年度調査は、 茨城県つくば市、
広島県福山市、同廿日市市の 3 市。2004 年度は前橋市、鳥取市、松江市などの 83 市、2006 年度調査は該
当なし。 
  92表 3  データの出所 
年度 出所
1人当たり収集費 収集費/人口 2006 『一般廃棄物処理実態調査』
1人当たり直営費 直営費/人口 2006 『一般廃棄物処理実態調査』
1人当たり委託費 委託費/人口 2006 『一般廃棄物処理実態調査』
1トン当たり直営費 直営費/直営量 各年 『一般廃棄物処理実態調査』



























5.1.  直営費と委託費の比較 
ごみ収集の委託費は直営費より安いと考えられるが（坂田 2006） 、一概にそうとも言えな
いとの反論もある（木村 2007、西ヶ谷 2004） 。これを確認するために、1 トン当たりの直営
費と委託費を比較した。 
一般には、収集対象や分別数などの収集方法を考慮しないで推計した全国加重平均が用
いられ、1 トン当たりの直営費は委託費の約 2 倍と考えられている。加重平均による筆者の
推計では、1 トン当たり直営費は 33,714 円で同委託費は 15,189 円だから、直営費は委託費








  93率が 100%の自治体を選び、この結果を下表に示した。 
この 1 トン当たり収集費は、例えば、直営率が 100%（＝委託率＋許可率＝0％）である
市町村の収集（直営）費合計額を（直営）収集総トン数で除した値（加重平均）であり、
委託費も同様である。結果は、直営費は委託費に対して約 1.51 倍である。 
 
表 4  1 トン当たりの直営費と委託費の比較（加重平均） （2006 年度、全市町村） 
1トン当たり収集費（円） 観察数
直営100％の自治体 23,956 54
委託100％の自治体 15,893 309  
 
次に、上記の 1 トン当たり収集費の平均値は、直営率および委託率 100％の自治体間で、
有意な差であるかを確認しておきたい。そのためには、各市の費用が必要である。この 1
トン当たり直営費は各自治体の同直営費の合計を当該自治体数で除した値であり、委託費
も同様である。 これを表 5 （単純平均） に示したが、 1 トン当たりの直営費は同委託費の 1.35
倍に相当する。 
表５が対象にした自治体について、平均値の差を検定すると、1 トン当たり委託費が同直
営費と等しいとする帰無仮説は、有意に棄却される（t 値= 3.42，P = 0.00） 。また同委託費が
高いとする帰無仮説も棄却された。 
以上をまとめると、1 トン当たりの直営費は同委託費より高く、その倍率はおおよそ 1.4
倍（単純平均）から 2 倍（加重平均）に相当する。 
 
表 5  1 トン当たりの直営費と委託費の比較（単純平均） （2006 年度、全市町村） 
1トン当たり収集費（円） 標準誤差 観察数
直営100％の自治体 24,201 2.839 54
委託100％の自治体 17,883 0.588 317  
 
ところで、直営費と委託費に差がある理由を、坂田 (2006) は次のように説明している。
直営と委託の 「働き量」 に差があるからである。 それは、 1)収集車 1 台当たりの乗車人員が、




5.2.  収集費への委託率の影響 
委託費が直営費より低いことを前項で確認したので、本項は、住民 1 人当たり収集費に
およぼす委託率の影響を、次の方法で確かめる。1 人当たりの収集費を直営費と委託費に分
け、次いで 1 人当たり委託（直営）費を、1 人当たり収集量と委託（直営）率および 1 トン
  94当たり委託(直営)費の 3 要因に分けて、収集費におよぼす各要因の影響を検討した。 
ごみ収集の費用を、次のように分ける。 
 




住民 1 人当たり委託費＝（総収集量÷人口）×（委託収集量÷総収集量） 
             ×（委託費÷委託収集量）･･････････････････(2) 
 
すなわち、(1)式右辺の住民 1 人当たり委託費は、(2)式右辺で、 1人当たりのごみ収集量
（右辺第 1 項） 、およびごみ総収集量中の委託量の比率（以下委託率という。右辺第 2 項）
と、1 トン当たり委託費（右辺第 3 項）に分けられる。 
これは住民 1 人当たり直営費 （(1)式右辺） についても同じであり、 次のように表される。 
 
住民 1 人当たり直営費＝（総収集量÷人口）×（委託収集量÷総収集量） 
             ×（直営費÷直営収集量）･･････････････(3) 
 















ため、住民 1 人当たり収集費が最高の近畿と最低の北海道・東北について、 1人当たり収
集費を全国平均値と比べて、収集費に関する各要因の寄与率を確認する。 
 
  95表 6  収集費（加重平均）などの地方別一覧（2006 年度、全市町村） 
１人当たり
収集費（円) 委託率(％) 直営率(％)
全国平均 5,846 42.9 30.0
北海道・東北 3,905 61.2 11.4
関東 6,643 38.8 36.7
中部 4,769 47.1 26.9
近畿 7,529 28.5 37.0
中国・四国 5,262 42.7 31.5










  こうして求めた要因別寄与率を表 7 に示した。表 7 の 1 人当たり収集費の最下欄は、近
畿（北海道・東北）の住民 1 人当たり収集費が全国平均値を上（下）回る金額を示す。こ
の差額に関する各要因の寄与率を、 上から小計欄までの各欄に表す。 各要因の寄与率欄を％







た。 表 7 の近畿欄をみると、  1人当たり収集費が全国平均 （5,846 円） より 1,683 円 （28.7%）
高い要因は委託率の低さにあり、他の要因（1 人当たり収集量と 1 トン当たり収集費）より
も影響が大きいことがわかる。 同じように北海道・東北の 1 人当たり収集費 3,905 円が全国









1人当たり 1人当たり収集量 22.5 -1.8
直営費 直営率（委託率） -113.5 118.6
((3)式) 直営率（許可率） 58.1 1.8
1トン当たり直営費 31.9 18.2
1人当たり 1人当たり収集量 11.1 -1.7
委託費 委託率 -52.9 42.1
((2)式)1 トン当たり委託費 32.0 -36.4
小計(＝1人当たり直営費＋同委託費) 100 100
住民1人当たり収集費の全国平均値との差額 1,683円 -1,947円
住民1人当たり収集費の全国平均値に対する比率(%) (27.8%) (-33.2%)  
備考：1)  符号のない値は全国平均より高いことを示し、負の符号は全国平均より低いこと表す。 
2)  寄与率は、 （1）式、 （2）式、 （3）式より求めた。 
3)  直営率欄の寄与率と許可率は、直営率＝1－委託率－許可率に基づいて、1 人当たり直営率を寄与
率と許可率に変換した。例えば、近畿の同直営率の寄与率 55.4 を、委託率－113.5 と許可率 58.1 に
変換し、北海道・東北の同直営率の寄与率－120.4 を、委託率 118.6 と許可率 1.8 とした。 
 

















                                                  
4  例えば、随意契約から競争入札契約に方式を変更する際のトラブルが報告されている（週刊東洋経済
2007） 。 




















  被説明変数 y  は自治体の委託率であり、y は i 市町村の t 年の委託率である。x は財政、   it
経済、社会各系の説明変数で、１から k までの変数を示す。 i市町村の t 年における１か 
ら k までのｊ説明変数である。α i は i 市町村の定数項であり、u は i 市町村の t 年におけ  it
る誤差項である。  
 
6.1.  変数 






託をめぐる諸要因の影響を検討することであるから、少量の直接搬入と自家消費を除いた。   
 







財政系以外の変数に、住民 1 人当たりのごみ排出量を用いた。1 人当たりのごみ量が自治
                                                  








いる（笹尾 2000、坂田 2001） 。この他に先行研究は、第 3 次産業就業人口構成比率（丸尾
他 1997、三木 2001） 、所得水準（坂田 2001、丸尾他 1997） 、所得格差、平均世帯人員（丸















6.1.3.  行政改革度調査の内容 
次に、日経産業消費研究所 (2006)を例にして、 『全国市区の行政比較データ』の内容を説
明する。同調査は 2006 年 9 月 1 日現在を対象とし、調査用紙を郵送して、有効回答数 740
市（2004 年は 657 市、2002 年は 649 市）と東京 23 区の有効回答を得ている。 
同調査は、 行政改革度を探るため行政運営を 4 要素に分け、 1)情報公開をはじめとする 「透
明度」 、2)「効率化・活性化度」 、3)市民が行政とともに地域づくりに参画できる「市民参加
度」 、4)窓口・公共サービスの｢利便度｣とした。 














用予約の有無、地域施設の通常期開館時刻などの 15 項目である。 
4 要素の改革度の評価結果は偏差値で表されている。ところが各質問の答は、 「実施中」
と「実施していない」のほかに、 「来年末までに実施予定」と「作成する方向で検討中」の
中から一つを選ぶことになっている。そこで本稿は、 「実施中」のみをダミー変数 1 とし、
それ以外を 0 とした。 
 
6.2.  財政系要因の影響 




8，誤差バイアスを修正している (White  1980)。 
 






人口(10万人当たり) -232.70 -71.40 **
(62.97) (30.79)
面積 0.52 *** -0.62 *
(0.36) (0.36)
委託率の近隣効果 819.49 * -105.63
(490.00) (491.36)
1人当たりごみ量(対数値) -2960.26 *** -1952.87 ***
(367.17) (348.49)
定数項 -4606.99 *** 1477.86 **
(1118.08) (615.56)






備考：1)  誤差バイアスを修正済み。 
2) 2 段目の（  ）内は標準誤差を表し、***、**、*は有意水準 1%、5%、10%を示す。 
6.3.  行政改革度の影響 
既述のとおり対象は、 『全国市区の行政比較データ』 が調査した全国の市で、 2002 年、 2004
年、2006 年の 3 年間のデータがそろうとともに、合併編入をしても同一の自治体とみなし
うる 403 の市である。 
                                                  
8  均一分散を帰無仮説とするBreusch-Pagan / Cook-Weisberg検定の結果は、 検定量がモデル 1 では 612.16、
モデル 2 では 613.72 となり、いずれも有意水準 1%で棄却されたので、不均一分散である。 
2 χ
  100行政改革度の 4 要素の質問は、年により増減し、内容が変わっている場合がある。その
ため 3 回の調査の質問を確かめて、各年とも同じ質問のみを選んで採用した。その結果を








透明度要素の中の情報公開制度の質問は、 「住民以外への文書公開請求権明記」 、 「電磁的
記録の公開」 、 「外郭団体の情報公開」である。このうち、 「電磁的記録の公開」と「外郭団























                                                  
9 2006 年度の質問は次のとおり。情報公開条例に、公開請求資格者に当該市区住民など制限を設けず、 「何





































                                                  
10 2006 年度の質問は次のとおり。行政コスト計算書を作成していますか。(1 つだけ○)。答：1.作成してい
る。2.来年度末までに作成予定。3.作成する方向で検討中。4.作成していない。 
11  行政コスト計算書は、自治省（現総務省）が 2001 年に公表した｢地方公共団体の総合的な財政分析に関
する調査研究会｣を契機として作成されている。 









へ次のように 7 年かけて切り替えた結果である。仙台市は、1995 年に行政改革大綱を策定
し、その一環として｢ごみ収集・運搬体制の見直し｣を行い、1999 年から 2005 年度にかけて
段階的に家庭ごみの収集を民間委託に変更した。その結果、317 人（1998 年度）いた収集
職員は 92 名（2005 年度）に減少した。人員を縮小した方法は、労使合意のうえで、退職者
の不補充のほか、 試験を経て事務職へ転換し、 清掃工場または学校用務員への移動である。















                                                  
12  以上は、聞き取り及び各市の「事業概要」等の資料による。  
  103表 9  推定結果（2） （2006，2004，2006 の 3 年度、全国の市） 












1人当たりごみ量 -1893.78 *** -1859.78 ***
(333.92) (333.91)


























定数項 -3546.74 ** -599.08
(1433.42) (1212.58)
決定係数 0.061 0.059
F検定 2.66 *** 2.70 ***
ハウスマン検定 31.74 ** 28.27 **
観察数 403 403  
備考：1) 2 段目の（  ）内は標準誤差を表し、***、**、*は有意水準 1%、5%、10%を示す。 
2) t は透明度要素の質問で、e.は効率化・活性化度要素の質問であることを示す。 








































                                                  
13  総務省(2007b)は、 「行政コスト計算書」を含む財務諸類 4 表の整備または情報の公開に取り組むとして
いるが、 「行政コスト計算書」の表示項目のレベルにふれていない。 
14  豊橋市は 02 年度総事業費の 75%に当たる約 1000 事業にコスト計算をしている(日経グローカル 2004)。 
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